Ⅲ　復職支援実施状況とフォローアップ結果の報告
[Ａ] 平成１９年度の事業で復職の支援を行った２０事例

平成１９年度の事業の中で復職支援を行ったすべての象労働者に対して、今回のフォローアップを実施した結果の概要を以下の表にまとめた。

	No.
	業　　種
	性別
	年齢

(歳代)
	診断書

病　名
	休職

期間

(ヶ月)
	フォローアップ時

の就業状況
	支援終了後の

休　職

	
	
	
	
	
	
	就労中
	休職中
	退　職
	死　亡
	その他
	

	A1
	印刷業
	男
	30
	アルコール依存症
	3
	○
	
	
	
	
	無

	A2
	外食産業
	男
	30
	うつ病
	9
	
	
	○
	
	
	無

	A3
	外食産業
	女
	20
	うつ病
	5
	
	
	○
	
	
	無

	A4
	派遣業
	男
	30
	うつ病
	3
	
	
	○
	
	
	無

	A5
	派遣業
	女
	20
	うつ病
	4
	
	
	○
	
	
	無

	A6
	製造業
	男
	40
	抑うつ状態
	17
	
	○
	
	
	
	有

	A7
	製造業
	男
	50
	うつ病
	2
	○
	
	
	
	
	無

	A8
	製造業
	男
	30
	うつ病
	3
	○
	
	
	
	
	有

	A9
	製造業
	男
	40
	うつ病
	12
	○
	
	
	
	
	有

	A10
	製造業
	男
	30
	不安神経症
	1
	○
	
	
	
	
	無

	A11
	製造業
	男
	20
	自律神経失調症
	3.5
	○
	
	
	
	
	無

	A12
	製造業
	男
	40
	うつ病
	2
	○
	
	
	
	
	無

	A13
	製造業
	男
	30
	不明
	無
	○
	
	
	
	
	無

	A14
	小売業
	男
	20
	うつ病
	3
	○
	
	
	
	
	無

	A15
	製造業
	男
	30
	抑うつ状態
	1
	○
	
	
	
	
	有

	A16
	製造業
	男
	40
	不明
	0.1
	○
	
	
	
	
	無

	A17
	製造業
	男
	30
	躁うつ病
	9
	○
	
	
	
	
	無

	A18
	製造業
	男
	40
	うつ病
	24
	○
	
	
	
	
	無

	A19
	製造業
	女
	30
	うつ病、不眠症
	8
	○
	
	
	
	
	無

	A20
	製造業
	男
	50
	パニック障害
	不明
	
	
	
	
	
	


【 事例Ａ１ 】
	支援目的
	小規模事業場におけるメンタルヘルス不調者の職場復帰と支援事業の関わり


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　印刷業
	労働者数；　50名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

□ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

□ 嘱託

☑ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	なし


	労働者
	男性（30歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　アルコール依存症
	休職期間；　3ヶ月
	休職歴；　なし

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 仕事のストレスを飲酒にて発散するというストレス対処行動
② おとなしくストレスをためやすい性格
③ 
④ 
	有・無・不明
有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	アルコール依存症の疑い


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	　1回

	支援開始の時期
	復職後4ヶ月

	支援専門家
	　心療内科医　1名

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	　　　　　[3ヶ月]

休職期間 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[復職後4ヶ月経過時]　　　　　　　　　　主任に昇格
支援期間

[ 12ヶ月]

支援終了後：　支援終了6ヶ月後より

当健診機関より医師派遣開始、時々報告を受ける。

支援終了後の特記事項：　有　支援をきっかけに産業医契約開始


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	営業職で数字に追われかなりストレスがたまっていたようだが、職場でも家族でも愚痴を言ったり相談したりするようなことをせず、自分一人で抱えこんでしまった。



	復職支援の
具体的な内容
	病院受診から休職、職場復帰までの経過を聴取し、定期的な通院継続の支援や酒席への参加免除など、再発予防に向けての事業場側の対応について助言した。

	支援終了時の
状態と見通し
	本人も治療に積極的に取り組んでおり、家族も治療に協力していること、事業場側の復職後の対応も十分されていることから、再発の可能性は少ないと考えられた。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	人事労務管理スタッフが直接労働者の健康情報を扱う場合、個人情報保護について留意する必要があることを助言することができた。

	今後改善すべき

と考えた点
	本事例の経過が大変良好であること、メンタルヘルス不調者の発生自体少ないことから、なぜ支援事業が必要か、事業場側に十分理解していただけなかったように思う。

復職支援プログラムの作成や職場における個人情報保護方針の策定など、より具体的に不調者個人の職場復帰以外にも支援の提供は可能であることを説明し、支援事業につなげていけばよかった。


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　　　1年　6ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 復職後会社の酒席には全く出席していない。支援終了1年2ヶ月後主任に昇格したが、その後も問題なく仕事はできている。定期的に治療で入院した病院のソーシャルワーカーに話を聞いてもらっている。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　□人事労務担当者　□上司

☑その他（産業医契約ではないが、当健診機関より派遣され定期的に訪問している医師）

	勤怠状況
	就業上の問題なし。交替勤務もこなしている。

	業務遂行能力
	特に問題なし。

	支援前と比較
しての印象
	

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	チームでの作業から単独での作業に変更し、同僚に気兼ねすることなく通院の時間を確保することができるようにした。

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	産業保健スタッフがいない小規模事業場においては、衛生推進者や人事労務管理スタッフがキーパーソンとなるが、産業医の立場でも難しいアルコール依存の病院受診勧奨を彼らが行うのは本当に大変であると予測できる。

本事例でも、2-3年前から就業中酒臭いことがたびたびあったが、定期健康診断でγ-GTPが大きく上昇したことを契機に病院受診、アルコール依存症の診断・治療につながった。

しかし、相当量飲酒していてもデータに異常が出ないケースも多くあり、その場合はどのようにして受診につなげたら良いのだろうかと考えさせられた事例であった。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果


	1
	☑ 産業保健スタッフがいない小規模事業場では、メンタルヘルス問題をどうやって支援事業につなげていくか
	手引き編　２～３ページ（および表１）において、従業員50人未満規模で産業医等が存在しない場合の支援関係者、主要な支援の流れが例示されている。
関係者の役割を明確にしたうえで、とくに担当者（衛生推進者）や窓口等の体制づくりの支援、外部資源（地域産業保健センター）の紹介機能などは、重要な支援内容になると思われる。
また、健診機関スタッフによる職場復帰プランの作成については、
② 管理監督者による業務上の配慮事項（の支援）、
③ 人事労務管理上の対応（の支援）、
⑥ 事業場外のサービス、プログラム、地域保健資源等の利用等について、
産業保健スタッフがいる場合の対応の支援と分けて記述されている（手引き編　３８ぺージ参照）。

	2
	□ アルコール依存が疑われる事例における受診勧奨の方法
	８．留意点（担当：島 悟）(１)疾患別の対応の③（手引き編　７５ぺージ参照）

アルコール依存症の項に、コンフロンテーション（直面化）を含む一般的な受診勧奨方法についての記述を追加する。
例えば；
１）本人に飲酒問題の存在を認めさせ（アルコール問題を明確にしていく作業を行い）、治療動機を高める。

２）問題に対する本人の否認が強い場合、問題を認めても治療を拒否する場合は、以下のような介入を行う。

①本人のアルコール問題に直接かかわったことのある関係者を集め、問題を本人に直面させる。
②介入メンバーには、治療の必要性と方針について同意を得ておく。
③直面化は飲酒をしてない状況で行う。
④関係者が一致団結して治療を勧める；拒否すれば降格・解雇等やむを得ない状況もありうること等も説明する。
⑤本人が治療に同意したら、関係者が付き添って専門機関を受診する…等
参考：川上憲人，堤明純（監修）. 職場におけるメンタルヘルスのスペシャリストBOOK. 東京: 培風館; 2007：p123-136


☑；　支援者が特に重要と考えた項目

【 事例Ａ２ 】

	支援目的
	身体表現性障害等を伴う、抑うつ状態の社員への職場復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　外食産業
	労働者数；　500名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	明確なプログラムはないが、産業医の指示のもと実施


	労働者
	男性（30歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　うつ病
	休職期間；　9ヶ月
	休職歴；なし（中途採用）

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 家庭の問題
② 仕事に対する本人の性格傾向
③ 
④ 
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	抑うつ状態、パーソナリティ障害、身体表現性障害


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	３ヶ月（本人への支援６回を含む全１９回）

	支援開始の時期
	休職中（休職後　５ヶ月経過段階）

	支援専門家
	健診機関所属の当該事業場担当の産業医、本事業限定の臨床心理士

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[ 9ヶ月]

休職期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[復職前 4ヶ月から 3ヶ月間]

支援期間

リハビリ出勤　 　　　　　　　　　　　

支援終了後：　産業契約で支援
支援終了後の特記事項：　有　一旦復職するが、その1年6カ月後に体調を崩し退職を希望。


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	・本人の傾向：自己評価は高いが、難しい課題が与えられると、逃避傾向がある。身体症状を訴えることが多い。

・その他の要因：妻との関係

夫に過度の育児を要求するなど、本人から聞く限り、妻の未成熟さがうかがえた。

	復職支援の
具体的な内容
	・身体症状については、症状があるときだけ内科を受診し、とりあえず出された内服薬を飲んで様子を見るということを繰り返していたため、身体表現性障害の可能性も含め、医療機関で必要な検査を実施してもらい、診断と治療方針を明確にした。（身体症状を理由に、すぐ休んでしまうことのないように対策をとった。）

・メンタル疾患の治療を受けさせ、主治医と連携。

・上記経過の中で、本人とも体調不良時の行動について、対応を明確にし（体調不良＝休むのではなく、症状と付き合いながら出社すること）、会社側と方針を共有し、本人が了解できる業務量からスタートするなど、最大限の会社側の配慮をしめし、これ以上の配慮はできないことを理解してもらい、逃避できない環境をつくりつつ、負荷を徐々に増やしていった。


	支援終了時の
状態と見通し
	・負荷を徐々に増やして、最終的にフルタイムを行えるまでになった。

・復帰後も再発させず、勤務を安定させることが課題となる。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	・身体症状も含め、本人が苦痛と感じていることを受容したこと
・段階的なリハビリ勤務の設定を行い、目標とする業務内容（業務上の負荷）を明確にすることで、過度の負荷ではないことを理解させた。



	今後改善すべき

と考えた点
	


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　　　１年　９ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	□就労中　□休職中　☑退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 支援終了後、リハビリ勤務を経て、職場復帰を果たした。復帰後、休みがちになることが数回あったが、長期の休みに至ることはなく、1年半程度は、比較的安定して、勤務を継続していた。家庭の問題（妻との離婚成立）等を機に仕事に対するモチベーションが著しく低下し、休みがちとなった。その後、本人から辞意が示され、退職となった。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	ときどき不安定。家庭で問題があると、休みがちとなる傾向があった

	業務遂行能力
	ある程度のところまではできるが、負荷をかけようとすると、出来ていたことまでできなくなる。

	支援前と比較
しての印象
	

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	業務配慮に理解のある上司がいる部署へ異動

残業を制限

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	リハビリ出勤中は、産業医が管理監督者と定期的に情報交換を行った。


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	休職、リハビリ勤務も、支援員や会社の担当者が先行きを心配する傍ら、本人はあまり深刻さはなく、現状の問題を理解できていない印象をうけた。リハビリ勤務のなかで、5時間勤務を行っていた際、人事部長との面談で「このくらいの勤務をずっと続けられたらいいのに。」と発言するなど、未成熟さが感じられた。

周囲が本人に対して気をかけたり、産業保健スタッフが関与する間はいいが、目が届かなくなると体調を崩す傾向にあった。自立させることは難しいが、会社側は、そろそろ自立してほしいと希望していた。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□ フォローしている間はいいが、落ち着いているからとフォローの間隔をあけると再発するケースの場合、会社（保健スタッフ）はずっとフォローを続けるしかないのか。
	１．主治医にも意見をもらった上で、フォロー間隔があくと再発することを本人との面接でとりあげ、どのような要因が再発の背景にあるかを共に分析し、対策を考えます。例えば、この事例のように家庭の問題がある場合、家族を交えた相談を行うことも提案します。

２．３ヶ月に一度など定期的に本人、支援スタッフ、事業場側（上司、人事）とで相談の機会を持ち、再発や仕事の出来に関する意見交換と対策を考えます。

３．この事例にはあてはまらないかもしれませんが、本人と親しく面倒を見てくれる上司や先輩がいる職場に異動することで順調に勤務できるようになる場合もあります。


☑；　支援者が特に重要と考えた項目
【 事例Ａ３ 】
	支援目的
	職場との相談がうまく進んでいない他責傾向の社員に対する職場復帰の方向付け


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　外食産業
	労働者数；　500名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	


	労働者
	女性（20歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　接客　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　うつ病
	休職期間；　5ヶ月
	休職歴；なし（中途採用）

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 過重労働
② 仕事に対する本人の性格傾向
③ 
④ 
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	抑うつ状態、パニック障害、自己愛人格傾向


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	３ヶ月（本人への支援8回を含む全21回）

	支援開始の時期
	休職中（休職後　５ヶ月経過段階）

	支援専門家
	健診機関所属の当該事業場担当の産業医　本事業限定の臨床心理士

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	　　　　　　　　　　　　[12ヶ月]

休職期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[休職 5ヶ月経過後から 3ヶ月間]

支援期間

[ 3ヶ月]　　　　　　　　　　　

支援終了後：　　　　　　　　　　　リハビリ出勤
支援終了後の特記事項：　有　　　リハビリ出勤安定せず、退職




４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	・本人の傾向：業務に対する完ぺき主義。体調と業務との調整力の欠如。職場の指示に反対して、長時間労働を強行しようとする。

・その他の要因：パニック障害により電車での移動が困難。本人のもつ理念・理想と、事業場の経営方針のズレ。（そのズレを本人が受け入れられないため、心理的な葛藤を強くしている。）

	復職支援の
具体的な内容
	・仕事に対する考え方や取り組み方の振り返りをおこない、業務による過労対策を検討した。同時に、体力の増強を奨励した。

・食文化や“食育”、環境問題などについて、本人は高い理念・理想を持っていた。また、自身の経験から、店舗勤務の職員に対する労務管理について強い問題意識を感じていた。そのため、外食産業の実情に対する強い不満・不信感を抱かせることになっており、職場復帰への強い葛藤を生じさせていた。そこで、本人の理念や理想を、現在の職場でどのように実現させていくかを具体的に考えさせ、職場復帰へのモチベーションを高めた。結果、本社勤務での人材開発部門への復帰を目指すこととした。

・パニック障害について、心理療法的なアプローチを試みた。

・職場復帰に向けて、人事担当者と具体的な相談を開始

	支援終了時の
状態と見通し
	・体調は改善傾向にあるものの体力の低下は十分には改善せず

・パニック障害は軽快し、電車での移動に対する不安が消失

・本人にとって不本意な状況となった場合の、葛藤処理能力に不安あり。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	・職場側の現実を伝える産業医と、本人の理想に理解を示す臨床心理士とで、役割分担をしたことで、本人が現実に即した職場復帰を検討することにつながった。

・同時に、本人の理想が明確化したことにより、職場復帰と転職との選択肢を積極的かつ現実的に持つことができた。

・職場と本人が、現実的な話し合いを始めるきっかけができた。（＊これまでは、両者で十分な話し合いができないまま、特例的に休職期間を延長し続けていた。）

	今後改善すべき

と考えた点
	


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　　　１年　９ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	□就労中　□休職中　☑退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 支援終了後、体調回復を待ち、職場との話し合いにより、元の職場とは別部門でのリハビリ勤務を開始したが、業務負荷をかけない状態でも、問題行動が目立つことが続き、正式な復帰には至らず、期間満了で退職となった。退職後も、その処遇をめぐり、本人から不服の申し立てがあり、会社側と長期にわたり、話し合いが行われた。（最終的には会社の意向が通った。）

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	短時間勤務時も不安定

	業務遂行能力
	指示された内容はきちんとこなすが、評価を求める。また周囲と比較して、悲観的になったり、攻撃的になることが多かった。

	支援前と比較
しての印象
	

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	接客から事務職に異動。

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	リハビリ出勤中は、産業医が管理監督者と定期的に情報交換を行った。


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	本社から物理的に距離のある、小規模店舗などの事業所の場合、労務管理の徹底が難しい場合がある。本事例では、本人の性格傾向とあいまって、以下の問題が起こりやすい状況にあった。

・体調管理を十分におこなえないまま、体調よりも仕事を優先する。

・本人の“理想像”が現実と乖離しており、会社が求めている以上の就労をおこなわないと、自分自身が納得できない。

・組織への不満が多く、自分の行動に関する反省が難しい。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□ 本人が積極的に転職・退職を検討している場合、支援員としての対応
	転職や退職はご本人の当然の権利ですが、これをむやみに促したり、あるいは一方的に現在の職にひきとめたりするのではなく、中立的な立場でバランスのよい情報提供や助言を行うことが望ましいでしょう。ご本人の転職・退職の理由が妥当なものか、転職・退職後の生活設計や妥当なものか、家族の理解が得られているかなどをポイントに、ご本人がご本人の意志で適切で現実的な判断ができるように支援することが求められます。

	2
	□ 飲食業の店舗における、コンプライアンスの困難さ（人件費率の問題や慢性的な人材不足の中での、長残対策など）
	１．長時間残業や慢性的な人員不足への対策が従業員の健康確保の上で必要な場合には、産業医にこの問題を伝え、就労上の措置として事業場に助言してもらいます。

２．残業代（時間外労働手当）未払いなどの法律違反がある場合には、支援機関の責任者などと相談し、どのように事業場に対して問題の説明をするか考えます。

３．こうした状況は、事業場トップや経営層野意識や方針が変わらないと改善されません。そのためには、機会を見つけ継続的に、粘り強く現状のリスクを伝え、長期的に改善を求めることが必要です。


☑；　支援者が特に重要と考えた項目
【 事例Ａ４ 】
	支援目的
	慣らし勤務の経過が不安定な社員に対する職場復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　派遣業
	労働者数；　600名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	従来よりリハビリ出勤制度あり


	労働者
	男性（30歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　うつ病
	休職期間；　３ヶ月
	休職歴；なし（中途採用）

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 家庭の問題
② 仕事に対する本人の性格傾向
③ 
④ 
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	うつ状態、


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	３ヶ月（本人への支援６回を含む全１７回）

	支援開始の時期
	休職中（休職後　３ヶ月経過段階）

	支援専門家
	健診機関所属の当該事業場担当の産業医　本事業限定の臨床心理士

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[ 12ヶ月]

休職期間

　　　　　　　　　　　　　[休職 3ヶ月経過後から 3ヶ月間]

支援期間

支援終了後：　産業医契約でフォロー
支援終了後の特記事項：　無


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	・本人の傾向：タバコの煙やハウスダストなどの物質や、空調の風など、環境要因により頭痛等の体調不良を起こしやすい。仕事に対しては回避的で、体調不良等を理由に欠勤することが多かった。

・その他の要因：妻の病気（精神疾患により入院）

	復職支援の
具体的な内容
	・リハビリ出勤の具体的なスケジュール作成とそのフォロー

週3日、1回3時間のみの出勤。遠方からの通勤であったことを考慮し、ラッシュ時を避けた11時～15時（昼休み1時間含む）を設定。業務内容についても、負荷が大きくならないように会社側と相談した上で決定。その後、予定通りに実施できていたかを確認。実施できなかった日については、本人と面談の上、振り返りを行い、体調の問題、業務上の負荷について確認し、繰り返さない対策を本人と相談していった。（本人の気づき）

・体調不良などの訴えが多いこともあり、体調管理と自己コントロール感の増大を目的とし、自律訓練法の指導をおこなった。
・頭痛に関する検査を提案し、医学的には問題のないものであることを確認した。その後、頭痛とうまくつきあっていく必要性を説いた。

	支援終了時の
状態と見通し
	・試し出勤の経過中であったが、体調不良を理由に出社することができなかった。上司とも連絡がとれない状態になり、継続が困難であると思われた。



５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	・頭痛などの体調不良について、医学的な検査を受けさせた。また、その結果にもとづいて、自律訓練法等の指導をおこなったことは効果的であったと思われる。

・産業医と人事担当者が定期的に連絡をとった。

	今後改善すべき

と考えた点
	


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　　　１年　９ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	□就労中　□休職中　☑退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 何回か体調回復→リハビリ勤務→体調悪化を繰り返したが、最終的に定時勤務が可能なところまでは回復せず、期間満了で退職。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	体調安定時は良好

	業務遂行能力
	体調がよければ、きちんとこなせる

	支援前と比較
しての印象
	

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	責任の少ない仕事に変更

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	リハビリ出勤中は、産業医が人事担当者と定期的に情報交換を行った。


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	・本ケースのような「体調の変動」は、根本的な解決が困難な場合が多く、さらに本人の回避的な性格により欠勤に繋がることが重なっていた。また、本人の体調不良について、周囲の人間も理解をするのが困難であると感じた。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□ 家庭の問題に、企業側のサポートとして、どこまで介入すべきか
	家庭の問題に介入することは企業側の責任ではありませんが、ご本人の休業や労働能力の低下が家庭の問題により生じている場合には、この点をご本人との面接の中で話題としてとりあげ、ご本人の対応を促し、また必要なら情報提供を行うことは適切であると考えます。しかし家庭の問題に関する対応は、ご本人の意志で決断がなされるよう十分注意し、例えば復職の条件のように取られないように留意する必要があります。


☑；　支援者が特に重要と考えた項目
【 事例Ａ５ 】
	支援目的
	職場の担当者も連絡をとることが困難な社員に対する、状況確認と動機付け


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　派遣業
	労働者数；　600名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	従来から、リハビリ出勤制度あり


	労働者
	女性（20歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　うつ病
	休職期間；　4ヶ月
	休職歴；　なし

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 完ぺき主義的性格と、業務遂行能力のアンバランス
② 人格面での未成熟性からくる、自尊心・自己肯定感の不安定さ
③ 強い信頼をよせていた上司との別離による「拒絶感・見捨てられ感」
④ 
	有・無・不明
有・無・不明

有・無・不明
有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	うつ病、気分変調、依存・自己愛人格傾向、ＰＭＳ


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	３ヶ月（本人への支援6回を含む17回）

	支援開始の時期
	休職中（休職後　４ヶ月経過段階）

	支援専門家
	健診機関所属の当該事業場担当の産業医　本事業限定の臨床心理士

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	[ 12ヶ月]

休職期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　[休職 4ヶ月経過後から 3ヶ月間]

支援期間
[ 5ヶ月]　　　　　　　　　　　　

支援終了後：

支援終了後の特記事項：　有　　　　　　　　　　　　　　　　　退職




４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	・生活リズムの乱れや体調不良などにより、会社の呼び出しに応じられず、産業医面談の実施も困難。

・治療経過不良による、主治医への不信感。それによる主治医とのコミュニケーション不全。

・上司から拒絶されたとの思い込みによる、強い自己否定と自信喪失による、気分の落ち込み。



	復職支援の
具体的な内容
	・支援専門家から直接本人に電話連絡をとり、支援を開始した。

・支援期間中も、連絡が取れなくなることが起こったが、専門家から連絡をとることで、支援活動の継続を図った。

・主治医との適切なコミュニケーションを支援し、本来の治療を再開させた。

・生活リズムと症状のコントロールを指導し、回復・職場復帰へのモチベーションを高めさせた。

・職場と本人が直接コンタクトを取れるよう調整した。

・体調不良の一因がＰＭＳである可能性を伝え、そのコントロールを提案した。

	支援終了時の
状態と見通し
	・ＰＭＳのコントロールに取り組み始めたことから、不安・混乱状態が緩和された。

・人事担当者と本人が、職場復帰に関して直接連絡が取れるようになった。

・上司からの「見捨てられ感」について、感情的な整理がすすんだことで、職場復帰を目標とすることができるようになり、体調の回復に向けたモチベーションが高まった。

・人格的傾向および、それに起因すると思われる未成熟な行動傾向は、改善は確認できておらず、今後同様の体調不良や不適応行動が継続される可能性は否定できない。




５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	・支援専門家から、本人に直接電話連絡を入れ、支援を開始したこと。

・本人の不安・混乱が緩和され、体調がある程度まで安定してきたことで、職場と話し合いを開始する準備が整ったことを確認し、職場担当者との仲介をしたこと。

・半ば中断状態にあった主治医による治療を再開させ、医師との意思疎通の改善を図ったこと。

・本人の未成熟性に合わせ、本人に心理的負荷の少ない形態からの支援を開始し、段階的に現実的な課題に取り組むよう調整したこと。



	今後改善すべき

と考えた点
	


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　　　１年　９ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	□就労中　□休職中　☑退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

□ 支援終了後再休職なし

	
	状況： その後の状況が改善せず、休職満了に伴い、退職。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	☑産業医　□その他の産業保健スタッフ　□人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	評価できず

	業務遂行能力
	評価できず

	支援前と比較
しての印象
	評価できず

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	精神疾患の治療や、職場復帰の支援とは別次元で、「社会人」・「職業人」としての未成熟さが目立つケースには、「どこまで支援ができるのか」、「どこにゴールを設定するのが適切なのか」を考えさせられた。




８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□ 未成熟さが背景にある場合、手厚くフォローして復帰させたとしても、企業側は「そもそも適応が難しい」として、積極的な支援をあまり歓迎しない意見もある
	職場上司や事業場の人事担当者の態度や方針などにより、どうしても十分な支援ができないケースもあると思います。しかし能力や事情に関わらず、労働者は平等に産業保健サービスを提供される権利を有しており、このことは雇用者に求められる倫理的責任であるという支援スタッフの立場を説明するようにします。

	2
	□ 休職期間満了となる見込みが明白であると考えられるケースの場合に、事業場や本人にどのような対応・説明をするか。
	１．残りの休職期間と休職期間満了時の取り扱いについての情報を事業場から入手し、本人にこれが伝えられているかどうかが基本になりますので、この点を必ず確認します。

２．支援スタッフとして、休職期間満了を目前にして本人に出社を促したり、逆に事業場に休職期間満了まで何もしないで待つことを勧めたりといった行動は慎みます。

３．休職期間満了で解雇となる可能性が高い場合には、ご本人と休職期間満了後の生活について相談し、必要に応じて情報提供などを行います。


☑；　支援者が特に重要と考えた項目
【 事例Ａ６ 】

	支援目的
	うつ状態で休職中である労働者の復職支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　製造業（化学工業）
	労働者数；　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	☑ 専属

□ 嘱託

□ 不在


	☑ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	従来無かったが、今回の支援時に簡易版を整備した。


	労働者
	男性（40歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　抑うつ状態
	休職期間；　17ヶ月
	休職歴；複数回

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 自己中心的な性格
② アルコール多飲歴
③ 双極性障害
④ 
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	アルコール問題飲酒、双極性障害


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	３ヶ月（５回）

	支援開始の時期
	（休職後　１６ヶ月経過段階）

	支援専門家
	産業医（１名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	　　[ 17ヶ月]

休職期間

　　　　　　　　　　　　　　　　[復職前 1ヶ月から復職後 2ヶ月まで合計 3ヶ月]

支援期間

[ 17ヶ月]　　　　　　

支援終了後：　産業医契約の中で時々面談を実施

支援終了後の特記事項：　有（躁状態による交通加害事故発生）




４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	元来自己中心的な性格、周囲の迷惑を顧みない言動、常識外れな行動が目立つため、受け入れ先が無い。

躁状態になったこともあり、自己中心的な行動に拍車がかかる。

主治医が本人の言いなりで、時期尚早な職場復帰可の判断を行う。

通院の自己判断による中断。

	復職支援の
具体的な内容
	過去に時期尚早な職場復帰を行ったことがあり、一般職業適性検査を実施した。この検査では7～8割方正解したため業務遂行能力はあると判断し、職場復帰可脳の判断を行った。

	支援終了時の
状態と見通し
	復帰後しばらくは軽いうつ状態は継続してみられるものの、躁状態になるよりは良いと考えていた。通院の中断とアルコール摂取は控えるよう繰り返し指導した。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	一般職業適性検査を行うことにより業務遂行能力の客観的な判断ができ、受け入れやすくなった。

	今後改善すべき

と考えた点
	


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　1年　9ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	□就労中　☑休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	☑ 支援終了後再休職あり（9ヶ月間、　時期：前回の休職から12ヶ月後）

□ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 復帰数ヵ月後から躁の兆候が出始めた。特に乱暴な運転が目立つようになり、会社は厳しく指導したがこれを守らず、遂に重大な加害事故を起こし、本人も怪我を負い、休業となった。しかし、反省もみられず早々に復帰の希望を申し出たが、刑事罰の判断、会社の懲罰判断のため自宅待機を指示した。その後、再度うつ状態に陥り現在まで休業している。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　☑その他の産業保健スタッフ　□人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	時に長時間保健室で静養したり、喫煙室に長時間こもるなど、極めて自己中心的

	業務遂行能力
	業務遂行能力はあるが、業務内容が選択的

	支援前と比較
しての印象
	うつ状態もあれば躁状態もあり、常に不安定

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	業務遂行能力はそこそこあるが、周囲に迷惑がかかるため、周囲に影響の少ない業務を選択し与えた。

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	上司がこの者への対応で強いストレスを受けていたため面談を時々行った。


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	双極性障害、アルコール依存を合わせ持つ困難事例であり、このような事例こそ専門家としての意義が問われるところであろう。本事例も決して良好な結果であったとは思わないし、振り返ってもどのような対応が良かったのかもわからない。ただし、躁状態で運転禁止の措置を行わなかったのは悔やまれる（主治医からも指示は無かったが）。

また、主治医が労働者の言いなりになっている事例も大いに課題である。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	☑ 性格に偏りがある者で、どこまでが病気でどこまでが性格なのかの区別が難しい。仮に病的であれば会社としても許容せざるを得ない面がある。
	まず、本ケースにおける行動面の問題が引き起こした結果に関しては、事業化を検討する現段階での支援サービスではカバーしきれない面があったのだろうと思われる。

本人の行動面の問題がパーソナリティの側面なのか、躁状態によるものかは、主治医との情報交換を行う中で確認できるのが理想的と考えられる。しかし、それが難しかったとしても、アルコール依存症の疑いにより引き起こされたような問題については、自助努力を厳しく問うことも可能だったかと思われる。

主治医からの情報が正確に得られれば、躁状態があれば薬物療法でのコントロールが可能な面は、例えば服薬のような自助努力をしている限りは、会社側は配慮を続ける必要があるでだろう。ただし、躁状態にはある程度の周期性のある場合が多いことから、本ケースの場合に、健診機関側としての判断基準になり得たかもしれない。

一方で、パーソナリティやアルコール依存症による問題行動については、むしろ治療的にも問題に直面化させたほうがよいこともあるので、会社側が社内規範や社内規則に則して、本人対して毅然とした態度で接することも必要と考える。

	2
	☑ 復帰の可否判断を業務遂行能力だけで決めて良いものか？


	一律に業務遂行能力を評価するというよりも、復帰の可否判断には上記の休業中課題が達成されているか否かが大切。業務遂行が困難になっていたものでは業務遂行能力を、不規則な勤務態度改善が課題であったものでは、基本的な生活リズムの改善程度をと、それぞれの課題に合わせた状態の評価を判断の材料とする。

	3
	☑ そう状態への対応、車の運転の可否も含めて
	躁状態で問題が生じることが予想されているケースに関しては　躁状態でない時に本人・主治医・事業者で躁状態での対応を決め、実施できるように支援しておくこと。



	4
	☑ 主治医が労働者の言い成りになっている場合の対応について
	上記とも関連するが、職場での様子が十分に主治医に伝わっていない可能性がある。情報を共有し、職場での状況、対応の限界は主治医に伝えて連携を図ることが大切である。


☑；　支援者が特に重要と考えた項目
【 事例Ａ７ 】
	支援目的
	指導力不足で悩んでいた管理職の職場復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　楽器製造業（楽器）
	労働者数；　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	☑ 専属

□ 嘱託

□ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	


	労働者
	男性（50歳代）
	部門※
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役職※
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　うつ病
	休職期間；　2ヶ月
	休職歴；　1回

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 指導力不足からくる部下からの不満
② 職場の人間関係
③ 
④ 
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	職場不適応


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	１ヶ月（ ２回）

	支援開始の時期
	休職中（休職後 1ヶ月経過段階）

	支援専門家
	産業医（ １名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	[ 2ヶ月]

休職期間

[復職前 1ヶ月から復職後 1ヶ月まで合計 2ヶ月]

支援期間

支援終了後：　無
支援終了後の特記事項：　有・無



４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	管理職であったが指導力不足から上司、部下から強いストレスを受けていた。

	復職支援の
具体的な内容
	職場への強い嫌悪感があること、管理職の重責に耐えられないことから、降格と配置転換を行った。

別の事業所に移動し、以前の職場の同僚と顔を合わせないようにした。

	支援終了時の
状態と見通し
	配置転換先の職場の受け入れ態勢が良く、本人はとても楽になったと話していた。以前のことを蒸し返すことはかえって良くないと考え、上司が状況を把握することになった。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	配置転換が有効であった。これには職場の受け入れが良かったことが一因であると思われる。

本人が負担を感じていたマネジメント業務をはずす為におこなった降格措置も有効であったと思われる。



	今後改善すべき

と考えた点
	特になし


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　　1　年　10ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況： きわめて順調で周囲も以前の状況など知らないと思わせるほどである。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	良好。

	業務遂行能力
	良好。

	支援前と比較
しての印象
	すこぶる良好。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	現在、特別な措置の対象ではない。

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	特に実施していない。


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	今回は良い配置転換先があったので良かったが、いつでも良好な受け入れ先があるとは限らない。

また、配置転換後の上司が面倒見が良く状況を重々把握しているため良かったが、管理者の人柄や管理者が代わった場合に不安がある。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	☑ 職場復帰は以前の職場への復帰が原則だが、どのような場合は配置転換しても良いか？
	発症要因として　職場環境要因や本人の適応が明らかに不十分な場合など、前職復帰で再発や増悪が容易に予測されるような場合などはむしろ配置転換積極的に考慮を。ただし、あくまで決定は事業者が行うのであり、産業医や復帰支援者からは元の職場に戻した際に予想されることを事業者に伝えることから、対応を開始した方がよい。

支援者側が最初から配置転換ありきの対応では、職場によっては転換先がないことを理由に、労働者が不利益を被ることも予想される。

	2
	☑ 配置転換先の受け入れが無い場合、どう対処すれば良いか？
	配置転換先がない場合には、同じ職場で要因をいかに減らすことができるかの検討を（病院の主治医からは転職を勧められている可能性もあると思うが）。

業務内容の見直し、降格を含め権限の見直し、職場の支援が増やせないか、など。

このケースでも指導力不足が本人のスキルの問題なのか、本人と上司との関係から部下に対して指導力を発揮できないかなど検討できる内容はあるかもしれない。


☑；　支援者が特に重要と考えた項目

【 事例Ａ８ 】
	支援目的
	うつ病で休職中の労働者の職場復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　楽器製造
	労働者数；　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

☑ 嘱託

□ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	従来より無く、事例に応じて対応


	労働者
	男性（30歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　うつ病
	休職期間；　8ヶ月
	休職歴；　1回

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 業務量が多い
② 雑用が多い
③ 
④ 
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	うつ病（内因的要因が大きい印象）


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	２ヶ月（　２回）

	支援開始の時期
	休職中（休職後　７ヶ月経過段階）

	支援専門家
	産業医（1名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	[ 8ヶ月]

休職期間

[復職前 1ヶ月から復職後 1ヶ月まで合計 8ヶ月]　　　　　

支援期間

[ 21ヶ月]　　　　　　　

支援終了後：　産業医として随時面談実施

支援終了後の特記事項：　有（復帰したが、その後も休業と復職を繰り返す）




４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	内因的要因が大きい印象。

同じ職場で数名メンタル不全が発生しており管理体制にも問題があったかもしれない。

	復職支援の
具体的な内容
	回復状況、業務遂行能力、職場の受け入れ体制、復帰方法、就業制限等を確認し、復帰方法について会社と協議した。また、復帰後の本人の状況について確認を行った。

	支援終了時の
状態と見通し
	復帰に際しては業務の時間、量、質の負荷を軽減していたが、徐々に解除していった。その後順調に回復していった。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	就業上の措置を踏まえた職場復帰の可否判断が可能となった。

就業上の措置が実施できた。

	今後改善すべき

と考えた点
	特になし


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　　１年　９ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、本人の調子や、本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	☑ 支援終了後再休職あり（0.1ヶ月間、　時期：前回の休職から12ヶ月後）

□ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 前回の休職から12ヵ月後に、数日間にわたる欠勤があった。面談結果からは休業が必要と思われたが経済的理由から休むことができず、職場の了解の基に就業を続けた。その後の状態は良いとは言えず、時々欠勤することもあるが、長期に休むことは無い。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	時々欠勤することはあるが、長期に休むことは無い

	業務遂行能力
	単純作業は可能であるが、責任を持って任せられるような仕事はできない

	支援前と比較
しての印象
	復帰前後通して調子の良いときはほとんどない

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	上司が気を使い、業務内容や就業時間の調整等を行っている。

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	管理者教育は１年に１回程度実施している。


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	うつ病が長期に渡り、業務遂行能力も低いが、上司の配慮で就業は続けられている。会社（上司）の配慮がなければ成り立たない事例であると思われる。

復帰後も二年近くに渡り期待していた能力まで回復することは無く、慢性的にうつ症状を抱えており、恐らくこれ以上の能力はさほど期待できないのではないかと思われる（治療は適切であると思われる）。

会社にはこれ以上の回復は容易ではなく、多くを望まない方が良いと助言をしてはいるが、このような対応で果たして良いのか。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	☑ 慢性的に症状を抱え、業務遂行能力が落ちている労働者を、会社側受け入れるように支援することも、支援専門家の役割と考えて良いか？
	治療そのものは主治医にまかせていいと思うものの、支援専門家（産業医）としては労働者自身が現状に満足してしまうことなく、より改善を目指すように面談などを通して支援することも一つの可能性としてはあるでしょう。


☑；　支援者が特に重要と考えた項目
【 事例Ａ９ 】
	支援目的
	うつ病から復職直後の労働者への支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　光ファイバー関連部品製造業
	労働者数；　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

□ 人事労務担当者

□ 上司

☑ その他

	復職支援プログラム
	支援事業を契機に簡易版を作成


	労働者
	男性（40歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　うつ病
	休職期間；　12ヶ月
	休職歴；　1回

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 通院の自己判断による中断
② 技術的な能力が求められる業務への変更
③ 
④ 
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	うつ病


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	２ヶ月（　２回）

	支援開始の時期
	復職直前（休職後　11ヶ月経過段階）

	支援専門家
	産業医（１名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	　　　[ 12ヶ月]

休職期間

[復職直前から復職後 2ヶ月まで合計 2ヶ月]　　　　　　

支援期間

[ 21ヶ月]　　　　　　　　

支援終了後：　産業医として随時面談

支援終了後の特記事項：　無



４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	もともとうつ病で通院中であったが自己判断により中断していた。

製造部門から開発部門への配置転換による負担が増した。

	復職支援の
具体的な内容
	業務遂行を踏まえた職場復帰の可否判断。

難しい判断を要さない現場作業にすること、納期を決めないこと、一定期間の残業や出張の禁止などを職場の上司、労務担当者に助言した。

就業後のフォロー。

本人に対しては、通院中断が再発のリスクとなることから通院を中断しないよう指導した。

	支援終了時の
状態と見通し
	復帰後、順調に回復しているように見える。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	従来、当該事業場ではメンタルヘルス不調者の職場復帰の判断や就業上の措置の判断は素人判断（メンタルヘルスの知識の無い人事労務担当者の独自の判断）で行っていたが、専門家が介入することで会社および本人ともに安心して復帰することができたのではないか。

	今後改善すべき

と考えた点
	特になし


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　　1年9ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	☑ 支援終了後再休職あり（１ヶ月間、　時期：前回の休職から17ヶ月後）

□ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 支援後は数ヶ月に1回の頻度で面談を行い順調に回復していることを確認し、就業上の措置もほぼ解除されていた。しかし、前回の休職から約1年半後に、突然会社を休むようになった。原因は服薬中断による再発であった。約1ヵ月の休業後、再度職場復帰となった。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	一時的な休業期間中以外にほとんど欠勤はない。

	業務遂行能力
	製造部門であれば問題は無い

	支援前と比較
しての印象
	一時的な休業期間以外は支援時と比べ良好であった。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	復帰直後の就業時間の短縮等の措置を実施。

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	管理者への集団教育を一度実施。

セルフケアへの啓蒙資料を配布予定である。


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	この事例を契機に、会社としてのメンタルヘルスへの理解や体制整備が向上した感がある。

本事例自体は自己判断による通院中断により再発を繰り返していたため、通院継続の重要性を認識できた。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	☑ 通院中断癖のある者へのフォロー方法
	復帰の時点で治療中断のリスク、それを避けるための方策を検討し、本人、上司など関係者が同意しておくことが必要でしょう。家族がいれば家族の協力が服薬も含め一番大切でしょう。職場での方法としては、通院記録を上司に提示する、通院を決まった曜日として周囲にも含めわかりやすくする、産業医との面談は随時ではなく定期としてその際に確認するなどになるでしょう。


☑；　支援者が特に重要と考えた項目
【 事例Ａ１０ 】

	支援目的
	自律神経失調・不安神経症による休職からの職場復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　製造業（化学製品）
	労働者数；　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

☑ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	復職時にプログラムを構築した。


	労働者
	男性（30歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名； 不安神経症･自律神経失調症
	休職期間；　１ヶ月
	休職歴；　なし

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 上司との人間関係
②
③ 
④ 
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	職場不適応


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	2.5ヶ月（3回）

	支援開始の時期
	休職開始の10日後

	支援専門家
	産業医、臨床心理士、看護師（全３名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	　　　　　　　　　　　　　　[ 1ヶ月]

休職期間

　　　　　[休職開始の10日後から復職後 2ヶ月まで合計 2.5ヶ月]

支援期間

[ 22ヶ月]　　　　　　　
支援終了後：　産業医・臨床心理士・

看護師で時々面談を実施

支援終了後の特記事項：　無


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	日頃より上司の否定的な態度に不満をつのらせていた。部下の育成について叱責されたことから症状が増悪する。仕事に対する取り組みが甘いと周囲に対する不満を常に持っている。それを許す会社に対する不信も強い。



	復職支援の
具体的な内容
	支援員（臨床心理士）により、休業中の生活状況を確認。生活リズムは整っており、抑うつ症状なども少なくなっていた。復帰にあたっての不安として、周囲との関係を気にされていた。そこで復帰前に2回の面談の場を持ち、復帰にあたっての問題整理を行い、産業医へ報告を行った。主治医より復職可能の診断書（半日勤務）が提出され、産業医より①半日勤務、②管理業務不可といった就業制限の判断が行われ、復職となった。その後、産業医による復職フォロー面談を実施。衛生管理者及び上司と面談し、就業制限の継続を指示した。

	支援終了時の
状態と見通し
	支援員間（産業医と臨床心理士、および看護師）との良好な連携を推進した。その取り組みの中で、出張心理相談による対応のみならず、施設来所型の臨床心理士の面談も取り入れてフォローアップの体制の構築に努めた。

リーダー的な役割も外れ、仕事上の負担も軽減されて順調に復帰を果たしている。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	施設型の臨床心理士の面談も取り入れてのフォローアップ体制を構築することで、面談の間隔が開きがちになることを防ぎ、きめ細かい対応につながった。



	今後改善すべき

と考えた点
	産業保健スタッフと衛生管理者、職場との連携、情報の共有上の問題点の整理が今後の課題となっている。


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　　１年８ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 復職後、リーダー業務を外れ通常勤務にて状態は安定しているが、現在も「不安神経症」にて治療は継続されている。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　☑その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	問題なし

	業務遂行能力
	担当業務では問題なし。

	支援前と比較
しての印象
	休職前より安定した就業を維持できている。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	・社員対象のメンタルヘルス研修会を不定期に行っている（同僚や部下の不調への気づき、対処法など）。

・ストレス調査を実施

・ストレス調査結果に基づく臨床心理士による面談を実施


７．本事例の振り返り 

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	施設来所型の臨床心理士の面談も取り入れてのフォローアップ体制を構築することで、きめ細やかな対応を行った。産業医、臨床心理士と衛生管理者、職場との連携により人事的な対応がとられ、本人の状態の安定につながったと思われる。

上司の日常的なフォローにより状態は安定しているが、周囲の負担が大きく、今後の継続的支援には課題が残る。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	☑中小企業で就業措置を実施した際の他の労働者への支援策
	労働者が精神疾患等のため休業または就業制限などの措置を受けた場合、同じ部署の他の労働者の負担が増えることは、規模に関わらず全ての企業で共通の課題ですが、特に人員の余裕の少ない中小企業での影響は深刻と思います。周囲の労働者にとって一番ストレスになるのは、状況がわからない中で多大な負担を強いられ、先々どうなるのかの展望が示されないことと思います。中小企業ならではの強みを活かして、心身不調の際は互いに助け合う職場風土を醸成しつつ、他の労働者でどのように職務を配分していくのかを、管理監督者と労働者が十分話し合って対処できるよう、支援することが重要と考えます。具体的には、本人の同意を得つつ、主治医とも連携しながら、休業や就業制限がどの程度続く見込みかを的確に管理監督者に伝えることと、他の労働者の精神的負担および職務負担を最小にできるような話し合いを管理監督者に薦めること、他の労働者の体調不安などに対して早めに相談できる体制を整えること、などが必要と考えます。

	2
	□他罰的な不満が強いタイプへの対応
	周囲のきめ細かい対応により取りあえず状況は安定しているようですが、周囲の負担が大きく継続的な支援に課題が残っているとのことです。他罰的な不満が強いタイプの場合、薬物治療だけでなく本人の視点やものの見方を拡げられるようなアプローチ方法も併用すると良いように感じます。


☑；　支援者が特に重要と考えた項目
【 事例Ａ１１ 】
	支援目的
	うつ状態（自律神経失調症）による休職からの職場復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種：　製造業（化学工業製品）
	労働者数：　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

☑ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	復帰時にプログラムを構築した。


	労働者
	男性（20歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因　；初期面談時の情報を基に、疾病の要因やその背景等を整理する
	診断書病名：　自律神経失調症
	休職期間：　3.5ヶ月
	休職歴：　なし

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 上司との人間関係
② 体調不良
③ 
④ 
	有・無・不明

有・無・不明
有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	非定型うつ病


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	２ヶ月（４回）

	支援開始の時期
	職場復帰時（復職直後の段階）

	支援専門家
	産業医、臨床心理士、看護師（３名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	[ 3.5ヶ月]

休職期間

　　　　　　　　　　　　　　　

[復職直後から2ヶ月間]

支援期間

[ ２２ヶ月]　　　　　　

支援終了後：　産業医契約の中で時々面談を実施

支援終了後の特記事項：　無



４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	本人に頑張りすぎる傾向があるため、負担を配分した作業が行えず、一気に仕事を終えて体調不良になるなどを繰り返していた。感情のコントロールが難しい部分もあり、それも不調を長引かせていた要因と考えられる。

	復職支援の
具体的な内容
	主治医より復職可能の診断書（半日勤務）が提出され、産業医面談が実施された。産業医面談では、半日勤務の就業制限が指示された。その後、主治医より1日勤務の許可があったが、支援員（月1回の健康相談時）による面談にて、勤務及び生活リズム、症状を確認したところ、帰社後、ほぼ毎日、仮眠をとる状況が確認され、産業医より、就業制限の継続が指示された。

	支援終了時の
状態と見通し
	産業医による面談を行い、３ヶ月間の半日勤務の就業制限を全日勤務に変更の指示あり。支援員（臨床心理士）によるフォローアップ面談にて、仕事を与えられると一生懸命にこなしてしまう傾向があり、自覚症状として憂うつ感、気力のなさなどが訴えられた。自分の頑張りすぎる傾向を抑えるように本人へのアドバイスと、現在の状況について産業医へ報告をおこなった。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	面談の間隔を埋めるように支援員間（産業医―臨床心理士―看護師）の連携を図りながら対応を行った。

	今後改善すべき

と考えた点
	復帰後の職場環境の調整、本人の体調の変化に対応するためのルールの策定や、産業医―臨床心理士―看護師―衛生管理者等の関係者との連携、情報の共有上の問題点の整理を今後の目標としている。


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　　１年８ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 復職後、通常勤務へ戻ったが、一気に仕事をして午後から休むなど勤務の不安定さがみられた。その後、人事評価制度での評価が下がったことに納得できず、再び体調不良になったが、現在は、体調を戻して通常勤務になり、安定した状態にある。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）


	勤怠状況
	問題なし

	業務遂行能力
	現在は新しい業務にも慣れ問題なし

	支援前と比較
しての印象
	休職前より安定した状態が続いている

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	交代勤務・残業制限あり

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	安全衛生委員会にてメンタルヘルスの情報提供を不定期に行っている（同僚や部下の不調への気づき、対処法など）。


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	産業医―臨床心理士―看護師と情報を共有しながら対応を行っていた。通常勤務に戻っても半日休みが続くなど、不安定な状態になりながらも本人は「休みたくない」と強く訴え、上司も人事労務担当者も対応に苦慮されていた。復帰後の体調不良に陥った場合の対応など、きめ細かなフォローも大切であることを痛感した。

また、人事評価の制度の見直しにともなって対処のあり方について意見を求められることがあった。支援員の意見の影響（職場内での意見に違いがある、正しくこちらの意図が伝わっていない等）も含めて対応に難しさを感じた。周囲の関わる人へのフォローアップのあり様の検討は今後の課題だと感じられた。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	☑中小企業で就業措置を実施した際の他の労働者への支援策
	労働者が精神疾患等のため休業または就業制限などの措置を受けた場合、同じ部署の他の労働者の負担が増えることは、規模に関わらず全ての企業で共通の課題ですが、特に人員の余裕の少ない中小企業での影響は深刻と思います。周囲の労働者にとって一番ストレスになるのは、状況がわからない中で多大な負担を強いられ、先々どうなるのかの展望が示されないことと思います。中小企業ならではの強みを活かして、心身不調の際は互いに助け合う職場風土を醸成しつつ、他の労働者でどのように職務を配分していくのかを、管理監督者と労働者が十分話し合って対処できるよう、支援することが重要と考えます。具体的には、本人の同意を得つつ、主治医とも連携しながら、休業や就業制限がどの程度続く見込みかを的確に管理監督者に伝えることと、他の労働者の精神的負担および職務負担を最小にできるような話し合いを管理監督者に薦めること、他の労働者の体調不安などに対して早めに相談できる体制を整えること、などが必要と考えます。

	2
	□人事評価制度とメンタルヘルス対策、および労働者への支援策
	人事評価制度の見直しに伴って事業所から意見を求められたとのこと、詳細はわかりませんが、メンタルヘルス不調から復帰後も体調が維持しづらい労働者の処遇をどうすべきか、企業としても懸案事項と推察します。職場環境起因で起きたメンタルヘルス不調の場合と、内因性の場合とで評価が難しいところですが、特に前者の場合は仕事のパフォーマンスが一時的に落ちても、長期的に見て本人の不利にならないような人事評価制度を構築できることが望ましいと考えます。但し、不調が長引く場合には、ある程度の時期で区切らざるを得ないと思います。会社が最大限に人財を重要視している姿勢が労働者にも伝わるような人事評価制度があることによって、労働者の職務意欲や会社への帰属意識も高まることが期待されます。

	3
	□職場の環境改善策（特にメンタルの不調者の多い職場について）
	メンタルヘルス不調者の多い職場に関して、不調者対応のみを行っていては、ずっと後手に回ってしまい根本的な解決が図れませんので、一次予防対策、特に職場環境改善が重要です。具体的には、管理監督者と労働者間ならびに同僚間のコミュニケーションを良くする事や、労務調整をしっかり行って過負荷の状況を回避することなどが考えられます。各種チェックリストなどを活用した職場環境改善を職場に薦めることも、労働衛生機関の役割として期待されます。


☑；　支援者が特に重要と考えた項目
【 事例Ａ１２ 】
	支援目的
	うつ状態による休職からの職場復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　製造業
	労働者数；　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	従来はなかったが、今回の支援時にプログラムを構築した。


	労働者
	男性（40歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　うつ病
	休職期間；　２ヶ月
	休職歴；　なし

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 交替勤務による疲労
② 寮の同室者との人間関係
③ 
④ 
	有・無・不明

有・無・不明
有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	うつ病


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	４ヶ月（4回）

	支援開始の時期
	職場復帰の時点

	支援専門家
	産業医2名、臨床心理士1名（３名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	[ 2ヶ月]

休職期間

　　　　　　　　　　　　　　　　[復職時点から復職後 4ヶ月まで合計 4ヶ月]

支援期間

[ 22ヶ月]　　　　　　

支援終了後：　産業医契約の中で時々面談を実施

支援終了後の特記事項：　無



４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	交替勤務での疲労感や朝の倦怠感が自覚症状としてみられた。単身赴任での寮の同室者との人間関係の悪さも症状を助長しているものと思われる。

また糖尿病のコントロールも不良であった（HbA1c10.6％）。

	復職支援の
具体的な内容
	産業医による復職面談時には、治療が奏功したことと（面談時すでに治療終了）、他部署への異動により退寮となったことで、本人にとってストレッサーであった同室者との人間関係からも解放されて症状が消失していたことより、就業措置（定時の日勤のみ）の下で復職となった。復職4、5ヶ月後に二度、支援員（臨床心理士）による面談を実施。二度目の面談で気分の波、朝の倦怠感、交替勤務に戻ることへの不安、うつ気分の残存などを訴えたため、産業医に連絡。産業医より再受診の必要性を説明し、1ヵ月後の観察を経て、上司には交替勤務は時期尚早であることを説明した。



	支援終了時の
状態と見通し
	上司が交替勤務への復帰を検討していることを知り、本人は不安を募らせていたが、産業医等との面談を通じてその不安を取り除くことができた。また精神科治療が不十分な形で終了していたことも推察されるが、治療が再開されれば、良好な経過をたどり、段階的に就業負荷をかけていけるものと考えられる。




５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	中小企業において産業医の頻繁な訪問は費用負担の増大より困難であり、結果的に復職後の面談の間隔が開きがちになる。今回、支援員（臨床心理士）との連携により、きめ細かい対応につながり、増悪の予防に寄与できたものと推察される。

	今後改善すべき

と考えた点
	臨床心理士による訪問も本来は有償であるため、産業医・臨床心理士ともに低頻度で効率よく対応できる手法を確立することが課題と考えられる。


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　　１年１０ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や、本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 復職後、担当していた製造資材作成業務からフォークリフトによる搬送業務へ配置転換され、現在は不慣れなためかミスがあり、内部からのクレームを受けている。現在も交代勤務には従事していない。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	☑産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	問題なし

	業務遂行能力
	前担当業務では問題なし。現在は不慣れな業務であるため不十分

	支援前と比較
しての印象
	休職前より安定した就業を維持できている。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	深夜業務を禁止している。

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	安全衛生委員会にてメンタルヘルスの情報提供を不定期に行っている（同僚や部下の不調への気づき、対処法など）。


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	前述の通り、中小企業では費用面より産業医による頻繁な面談が困難であるが、本事業を通して支援員として臨床心理士が関わることができ、本人の病状の悪化を未然に防ぐことができた。

当該労働者は現在も夜勤を禁じられており、安定した状態で就業しているが、人員に余力がない中小企業においては他の労働者への負担が大きく、今後の継続的支援には課題が残る。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	☑ 中小企業で就業措置を実施した際の他の労働者への支援策
	労働者が精神疾患等のため休業または就業制限などの措置を受けた場合、同じ部署の他の労働者の負担が増えることは、規模に関わらず全ての企業で共通の課題ですが、特に人員の余裕の少ない中小企業での影響は深刻と思います。周囲の労働者にとって一番ストレスになるのは、状況がわからない中で多大な負担を強いられ、先々どうなるのかの展望が示されないことと思います。中小企業ならではの強みを活かして、心身不調の際は互いに助け合う職場風土を醸成しつつ、他の労働者でどのように職務を配分していくのかを、管理監督者と労働者が十分話し合って対処できるよう、支援することが重要と考えます。具体的には、本人の同意を得つつ、主治医とも連携しながら、休業や就業制限がどの程度続く見込みかを的確に管理監督者に伝えることと、他の労働者の精神的負担および職務負担を最小にできるような話し合いを管理監督者に薦めること、他の労働者の体調不安などに対して早めに相談できる体制を整えること、などが必要と考えます。

	2
	□ 本人が意図的に専門医による治療を受けようとせずに、交代勤務への復帰を拒み続ける労働者への対応の仕方
	本ケースの場合、もともと交代勤務だったが復職後は日勤になったため、精神症状が再発した後も交代勤務に戻るのが嫌で精神科の受診を避けている節があるのでしょうか？

上司が交代勤務復帰を検討していたとのことですが、糖尿病のコントロール不良もあるようですので、夜勤に戻るのはかなり難しいと思われます。主治医・産業医としっかり話合って、就業措置の今後の展望についても本人を含めて共有した上で、必要な治療はしっかり受けるよう、本人に納得していただく必要があると思います。

	3
	□ 多職種が連携した、費用負担を伴う支援サービスへの落とし込み
	医師（産業医、精神科医、等）が頻繁に事業所を訪問することは費用的にも効率的でなく、保健師や心理職などがそれぞれの専門性に応じて、問題の掘り起こしや状況把握、事後フォローなどに入ることが適切と思われます。今回のようなモデル事業ではなく、労働衛生機関が営利事業としてこのような復職支援サービスを展開することを、中小企業の経営者・担当者にどのように受け入れてもらい、サービスを実際に利用してもらうかは、大きな課題です。ポイントとしては、支援サービスを利用した場合に期待できる成果を明確に伝えること、ならびにコストの妥当性を感じてもらうこと、の２つが重要と思われます。今回のモデル事業を通じて展開できた成功事例と培ったノウハウを、今後の営利事業に落とし込むために、どの部分をどの職種が担うと最も効率的かを再検討する必要があります。もう１つ重要な視点としては、メンタルヘルスの復職支援事業（ハイリスク対策）のみを単体で考えるのではなく、通常の健診後の保健指導や健康教育事業（一次予防対策）などと連動させて、そこにメンタルヘルスの要素を上乗せする形で考えると、コスト的にも抑えることが可能と考えます。




☑；　支援者が特に重要と考えた項目
【 事例Ａ１３ 】
	支援目的
	不眠を訴える社員の継続就業支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　製造業
	労働者数；　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	従来はなかったが、今回の支援時にプログラムを構築した。


	労働者
	男性（30歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　不明
	休職期間；　休職なし
	休職歴；　なし

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 
② 
③ 
④ 
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	うつ病


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	１ヶ月（２回）

	支援開始の時期
	継続的な就業中

	支援専門家
	産業医2名、臨床心理士1名（３名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	休職期間：　無
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[ １ヶ月]

支援期間

[ 22ヶ月]　　　　　　　

支援終了後：　産業医契約の中で時々面談を実施
支援終了後の特記事項：　無


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	本人は交替勤務に従事していたが、交替勤務要員が1名削減されたことにより、夜勤に就く頻度が上がり、睡眠不足（1日3時間程度）を感じるようになった。しかし内科で処方された睡眠薬を内服する対応にとどまっており、十分な改善がないまま勤務が続けられていた。

	復職支援の
具体的な内容
	産業医面談による面談にて症状を確認し、専門医の受診を勧奨した（速やかに受診し、睡眠薬と抗うつ剤が処方された）。併せて夜勤と残業を禁ずる就業措置を指示した。これらの対処により、休職を回避し、症状改善に至った。併せて交替勤務要員1名の補充指示が出され、そのことより他の不調者発生を未然に防ぐこともできたのではないかと推察される。その後は、産業医と臨床心理士の面談により、病状の確認、療養継続の指導を行った。

	支援終了時の
状態と見通し
	5-6時間の睡眠が確保できるようになり、病状回復した。支援終了直後に交替勤務を許可し、段階的に負荷を高めていく見通しであった。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	産業医より専門医への受診勧奨がなされたことは、本人の問題を深刻化させることを未然に防ぐ上で効果的であったと思われる。また、その後も産業医と臨床心理士によるフォローと受診継続の確認がなされた点も評価できる点と考えられる。

	今後改善すべき

と考えた点
	特になし


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　　１年１０ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後、休職なし

	
	状況： 以前と同じ製造現場での業務に従事している。支援終了直後に交替勤務を許可し、その後の産業医面談で時間外労働も段階的に許可していった。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	☑産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	問題なし

	業務遂行能力
	問題なし

	支援前と比較
しての印象
	安定した就業を維持できている。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	時間外労働45時間／月未満

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	安全衛生委員会にてメンタルヘルスの情報提供を不定期に行っている（同僚や部下の不調への気づき、対処法など）。


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	適切なタイミングで、産業医より専門医への受診勧奨がなされ、継続的な受診の必要性を指導できたことは、早期回復につなげるポイントであったと考えられる。また、交替勤務の制限と必要な人員確保などの措置もその後の継続就業に有効であったと考えられる。

当該事業場は中小企業で人員不足の問題があり、本人は就業制限がかかることによって、自分の負荷が同僚へ影響することを心配していた。そのことより、本人は早期に交替勤務復帰を望んでいたが、支援者として許可の時期については判断を迷うところであった。またバイクでないと通勤時間が片道90分になるという交通事情があり、睡眠薬・抗うつ剤の内服下でありながら通勤の負担軽減のためバイク通勤を許可（ただし自覚的に不調あれば禁止と指示）したことについては、支援者間で議論が残るところであった。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	☑中小企業で就業措置を実施した際の他の労働者などを含む包括的負担軽減策
	労働者が精神疾患等のため休業または就業制限などの措置を受けた場合、同じ部署の他の労働者の負担が増えることは、規模に関わらず全ての企業で共通の課題ですが、特に人員の余裕の少ない中小企業での影響は深刻と思います。周囲の労働者にとって一番ストレスになるのは、状況がわからない中で多大な負担を強いられ、先々どうなるのかの展望が示されないことと思います。中小企業ならではの強みを活かして、心身不調の際は互いに助け合う職場風土を醸成しつつ、他の労働者でどのように職務を配分していくのかを、管理監督者と労働者が十分話し合って対処できるよう、支援することが重要と考えます。具体的には、本人の同意を得つつ、主治医とも連携しながら、休業や就業制限がどの程度続く見込みかを的確に管理監督者に伝えることと、他の労働者の精神的負担および職務負担を最小にできるような話し合いを管理監督者に薦めること、他の労働者の体調不安などに対して早めに相談できる体制を整えること、などが必要と考えます。



	2
	☑精神科領域薬内服中の自動車・バイクなどの運転可否判断基準
	精神科領域薬と運転に関しては、すべての薬剤を同一に判断することは困難である。

薬物により、現れる症状は｢眠気、注意力・集中力・反射運動能力等の低下、めまい、意識レベルの低下、意識消失等の意識障害｣とさまざま記載されている。また、これらに対して自動車の運転等危険を伴う機械操作は｢十分注意させること｣と｢従事させないこと｣のどちらかが記載されている。　自動車運転に限らず、工場での機械操作も含め内服薬と勤務の可否に関しては検討する必要がある。本人が飲んでいるそれぞれの薬物の添付文書で機械操作の注意事項を確認すべきである。運転禁止薬物を内服中であれば、配慮して自動車運転を許可するのではなく、勤務時間を配慮する、家族による送迎を含め運転せずに通勤できることを配慮するなどが望まれる。

本来、統合失調症、そううつ病（そう病およびうつ病を含む）などの精神疾患は運転免許証の取消や停止の対象となる疾患に該当する。自動車等の安全な運転に必要な認知、予測、判断又は操作のいずれかに係る能力を欠くこととなるおそれがない場合にはこの限りではないので、本人が納得せずに運転を希望する場合には、運転適性相談をするように指導することもできる。相談窓口は免許試験センター、公安委員会などに設置されている。なお、主治医や医療従事者は、仮に本人が運転を行うに適した状態でないことを知りえても警察への通報の義務はない。



	3
	□多職種が連携した、費用負担を伴う支援サービスへの落とし込み
	医師（産業医、精神科医、等）が頻繁に事業所を訪問することは費用的にも効率的でなく、保健師や心理職などがそれぞれの専門性に応じて、問題の掘り起こしや状況把握、事後フォローなどに入ることが適切と思われます。今回のようなモデル事業ではなく、労働衛生機関が営利事業としてこのような復職支援サービスを展開することを、中小企業の経営者・担当者にどのように受け入れてもらい、サービスを実際に利用してもらうかは、大きな課題です。ポイントとしては、支援サービスを利用した場合に期待できる成果を明確に伝えること、ならびにコストの妥当性を感じてもらうこと、の２つが重要と思われます。今回のモデル事業を通じて展開できた成功事例と培ったノウハウを、今後の営利事業に落とし込むために、どの部分をどの職種が担うと最も効率的かを再検討する必要があります。もう１つ重要な視点としては、メンタルヘルスの復職支援事業（ハイリスク対策）のみを単体で考えるのではなく、通常の健診後の保健指導や健康教育事業（一次予防対策）などと連動させて、そこにメンタルヘルスの要素を上乗せする形で考えると、コスト的にも抑えることが可能と考えます。


☑；　支援者が特に重要と考えた項目

【 事例Ａ１４ 】

	支援目的
	異動を契機に不調となり休職した労働者の職場復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　小売業
	労働者数；50名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	□ 健康診断

□ 産業医派遣

□ 保健指導

☑ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	なし


	労働者
	男性（20歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（販売　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因　；初期面談時の情報を基に、疾病の要因やその背景等を整理する
	診断書病名；　うつ病
	休職期間；１ヶ月
	休職歴；　なし

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① ある事業所に異動し、半年後の慣れた頃にまた異動という環境の変化の繰り返し

② 異動先の雰囲気に馴染めず、コミュニケーションがとりづらかったこと
③ 出勤時間が早くなり、生活リズムが全く変わり、妻が不満を言うようになったこと
④ 言いたいことを溜め込みがち
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	適応障害


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	８ヶ月（１５回）

	支援開始の時期
	休職中（休職後１ヶ月経過段階）

	支援専門家
	健診機関メンタルヘルスサービス部門の精神科医および臨床心理士（２名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	[ 3ヶ月]

休職期間

　　　　　　　　　　　　　　　　[復職前2ヶ月から復職後6ヶ月まで合計8ヶ月]

支援期間

支援終了後：　フォローなし

支援終了後の特記事項：　無


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	本人の持つ問題点：言いたいことを溜め込みがちで、相談したり主張がうまくできておらず、ストレスを解消できていなかったこと。

復職や就業を困難にさせていた要因：異動先の事業所の雰囲気に馴染めず、コミュニケーションが取りづらいと感じていたこと。出勤時間が早くなり、生活リズムが変わったことで、妻から不満をぶつけられるようになったこと。



	復職支援の
具体的な内容
	初回に臨床心理士が本事業の説明、休職に至る経緯の聴取、うつ病患者復職準備度質問紙を実施した以外は、毎回ほぼ同じ内容を聴取した（現状確認、BDI-Ⅱ、治療・服薬状況）。復帰前に復帰条件について話しあい、また2週間分の生活記録表をもとに復帰可能かを判断した。

復帰後は定期的に経過や状態、ストレス要因、治療・服薬状況を確認し、BDI-Ⅱ・うつ病患者復職準備度質問紙を実施した。不調となった原因や再発予防策について話し合い、疲労感のセルフチェック、自分でストレスをかけない工夫（午前･午後に１回ずつ小休憩をとる、のめりこまないようにする等）、できないことはできないと言う、気分転換、規則正しい生活リズム保持などを心がけてもらった。

メンタルヘルス担当者とも情報交換やコンサルテーションを行った。

・支援開始時に職場復帰準備性評価シートをもとに多面的に本人の機能水準を評価してもらい、担当者から見た不調の程度や職場での状況の情報を得た。

・回復状況を伝達。

・復職に際して会社側が用意できる条件（復帰先等）を確認。

・望ましい復帰スケジュール、異動発令の時期等の調整。

・復帰先職場の関係者への伝達事項（本人への接し方等の配慮のポイント）のアドバイス。

・復帰時に「職場復帰に関する意見書」、復帰後に定期的に「就業制限に関する意見書」を提出し、必要な配慮事項を伝達。

・「主治医への情報提供書」フォーマットを提供。

	支援終了時の
状態と見通し
	復帰の際は異動前の事業所に戻し、短時間勤務から開始した。時間外労働を制限した通常勤務は維持できていたが、勤務制限の解除には不安がみられ、症状悪化につながる場合は就業制限の継続が必要と思われた。支援終了後は主治医に就業上の助言を求めるよう、担当者および主治医に働きかけた。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	それまで産業医による復職時面談や、主治医の意見書作成依頼などは行われておらず、復職可否の判断は主治医に任されていた。今回は主治医に治療経過や就業制限等の情報を記入してもらうフォーマットを使用し、また当方からの意見書も復職可否・就業制限を考慮する際の参考とし、また主治医に対して会社の対応を手紙で知らせるという流れが構築され、休職・復職ルールづくりに部分的に寄与した。

会社のメンタルヘルス担当者が受診に付き添ったり、主治医の意見を聞いたり、復帰先職場の関係者と会ったりと柔軟にコーディネート役として対応されたため、主治医や復帰先上司等と当方とが直接の関わりを持つことはなかった。その分、担当者の負担が大きかったと思われる。

	今後改善すべき

と考えた点
	今回はケース対応が中心であり、全体的な職場復帰支援体制づくりの支援は十分には行っておらず、休職・復職時の手続きや関係者の役割、産業医の役割等が未整備であり、かつ周知されていないため、今後の課題である。


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　　１年３ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（６ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況：

休業前の職場に戻し、勤務継続中。変形時間制（シフト）の適用までは至っておらず、定時勤務のままフォロー中。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	問題なし。週に２時間程度の時間外勤務はできている。

	業務遂行能力
	発症前の状態に戻った。

	支援前と比較
しての印象
	適応良好だった休業前の職場に戻したこともあるが、順調。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	08年7月以降、主治医の診察に同席し、本人が了解する範囲で時間外制限を外していった。変形時間制にはいたっていない。

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	復帰先の責任者、サブ責任者には、働かせ方や気をつける点の話をした。


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	異動先に馴染めない適応障害のケースであり、異動前の部署に戻せたことで適応障害という問題の大部分は解決した。時間外労働をさせないという制限付きの通常勤務に戻るまでの回復はスムーズであったが、時間外労働の制限の解除、シフト制の適用については、再発したり再休職することへの本人の不安が強く、慎重な姿勢を示し続けた。しかし、そのことを本人から直接職場の上司には言うことができず、当方や人事労務担当者を介して職場に意向が伝わるという形になっており、職場や周囲の人間からどう見られているかが気になるところであった。結果的に時間外労働の制限の解除、シフト制の適用までは至らず支援は終了したが、制限解除に対する不安の軽減までサポートするには、さらに支援期間が必要と思われた。

言いたいことを溜め込みがちで、相談、主張がうまくできないと思われた点については、特にかかわりの中では扱わなかったが、先々に異動等があり不調に至れば、課題として再浮上すると思われた。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□ 復帰後に勤務制限の解除に不安を示し、かつ、残る支援期間が少ない場合、不安の克服という課題を積極的に扱うべきか？
	支援の残り期間が少なかったことを考慮すると，不安の要因を明らかにし，それに対応するにはさらに時間が必要だったと思われます。不安の克服を積極的には取り上げなかった今回の対応は適切だったと思います。


☑；　支援者が特に重要と考えた項目

【 事例Ａ１５ 】
	支援目的
	業務の進め方の見直しによって不適応が改善された適応障害事例


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；製造業
	労働者数；700名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

☑ 嘱託

□ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

□ 人事労務担当者

□ 上司

☑ その他

	復職支援プログラム
	あり


	労働者
	男性（30歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　抑うつ状態
	休職期間；約1ヶ月
	休職歴；　なし

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 配置転換により、新しい業務内容への適応に困難さを感じた
② 教育係であったベテラン社員の退職
③ 他課との交渉業務において、対人関係ストレスがあった
④ 
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	適応障害


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	２ヶ月（４回）

	支援開始の時期
	休職開始時

	支援専門家
	精神科医、臨床心理士（各１名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	[１ヶ月]

休職期間

　　　　　　　[休職開始時から復職後１ヶ月まで合計２ヶ月]

支援期間

支援終了後：　なし

支援終了後の特記事項：　復帰後6ヶ月で再休業


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	1年前に現職場へ異動。1年間は定年前のベテラン従業員から仕事を教わりながら業務についていたお陰でなんとかやれていたが、ベテラン従業員が退職して間もなく発症。頭痛や中途覚醒等の症状もあり、会社に行ってもぼーとすることが多く、早退を何度も繰り返していた。

	復職支援の
具体的な内容
	本人の調子が悪いことを心配した上司が、支援専門家（臨床心理士、以下Co.）を紹介し、支援が開始された。初回面談時、うつ状態、睡眠障害が認められ、医療機関を紹介。本人は「会社を辞めたい」と訴えたが、「まずは休業し、調子が良くなってから進退について考えましょう」と提案した。

上司には、電話で休業に至るまでの本人のパフォーマンス等の確認を行った。本人はもともと仕事の能力が高く、期待をかけていたが、ベテラン社員が退職してからは、気弱な発言が目立ち、心配していたということであった。他課との交渉をしながら工程管理をすることが本人の業務であったが、ある職場の窓口となっている担当者との折り合いが悪く、そのことが原因で、本人の前にも不調に至った社員がいたこともわかった。まずは、本人の症状が改善するのを待ち、今後の業務についても、本人の精神的負担を減らせるように改善できるよう働きかけた。

休業から1ヶ月後、服薬治療の効果が見られ、睡眠、抑うつ等の症状は改善。休業前は退職を考えていたが、業務の見直しをしてもらえるのであれば復帰できそうであるとの意志が語られた。

上司との相談の結果、復帰後は、本人が問題と感じていた他課との交渉業務については上司が引き受けることとし、上司を介して他課への業務依頼がなされることとなり、本人も安心し、元の職場への復帰がなされた。



	支援終了時の
状態と見通し
	本人のストレッサーとなっていた、交渉業務における対人関係ストレスについては改善されたが、元来、執着気質で思いつめやすいところがあり、ストレスに対する脆弱性がみられ、今後も環境の変化や業務内容の変化などを機にうつ状態を再発する可能性がある為、今後の経過においても留意する必要があると考えられる。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	支援以前、上司は本人のことを心配していたものの、本人にとってのストレッサー（交渉業務における人間関係）について、詳細な把握ができていなかったものと思われる。支援専門家が仲介することによって、職場と本人の問題が共通され、これまでも度々問題となっていた（本人に関わらず、ストレスを感じる人が多かった）、他課との交渉業務の流れが改善されたことは効果的であった点と思われる。

	今後改善すべき

と考えた点
	


６．現状の確認結果

	１．実施の時期
	支援終了から；　１年9ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	☑ 支援終了後再休職あり（４ヶ月間、　時期：前回の休職から６ヶ月後）

□ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 　父の他界を契機に休業に至ったが、4ヶ月の休業後、元の職場に復帰した。



	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　□人事労務担当者　□上司

☑その他（安全衛生担当者）

	勤怠状況
	再休業後、頭痛等を理由に月に１～２回、有休で休んでいる。

	業務遂行能力
	特に問題なし

	支援前と比較
しての印象
	周囲とのコミュニケーションもとれており、以前の状態と変わらない。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	本事例は、配置転換と、配置転換後の業務上の問題（交渉業務上の対人ストレス）が誘因となってうつ状態を発症した事例であったが、支援事業において支援専門家が職場と本人の仲介に入り、必要な情報共有ができたことで本人のストレッサーが改善され、復帰に至った点は効果的であったと思われる。

ただし、本人の不調の背景には環境要因のみならず、本人のストレスへの脆弱性もベースにあったと思われ、問題が解決した後も、新たなストレッサーが加われば、再度、同様の状態を引き起こすことが推測されていた。実際、１回目の休業から半年後、父が他界したことを原因に不調となり、４ヶ月の休業となっている。このような事例に対しては、ストレッサーを除去する対応のみならず、本人のストレス対処能力を向上させられるような継続的な支援も必要であったのではないかと反省される。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	☑ 本事例では、本人が職場環境に適応できるよう環境側に働きかけることによって改善がみられたが、1回目の休業を契機にストレスに対して過敏になり、再休業に至った。その後も、有休を使って、月1回程度の休暇も見られる。このようなケースに対して、個人のストレス脆弱性についてはどのような対応をどこまで踏み込んで実施すべきであるか（会社で治療的なカウンセリングを行うべきか）。
	時間とスタッフとが限定された状況を考慮すると，治療的なカウンセリングを会社内で行うことは難しいと思われます。復職後の定期的なフォローアップ面接の中では，就業上での当面の課題に焦点を当て，それらの解決を通じて，自己効力感を高めていく支援がより現実的と思われます（弱みに焦点を当てるよりも，強みに焦点を当てそれを強化）。その中で，自己の脆弱性に気づきを深めるための示唆が提示できれば，さらに望ましいかもしれません。

なお，月1回程度の休暇は，別の見方をすると，ストレス状態のさらなる悪化を防ぐためのコーピングの機能を持っているかもしれません。


☑；　支援者が特に重要と考えた項目

【 事例Ａ１６ 】
	支援目的
	昇格に伴う心理的負担のため抑うつ状態となり休職した労働者の職場復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　自動車部品製造業
	労働者数；　約700名

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

☑ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

☑ 嘱託

□ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

□ 人事労務担当者

□ 上司

☑ その他

	復職支援プログラム
	


	労働者
	男性（40歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；
	休職期間；　４日間
	休職歴；　なし

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 昇格辞令の精神的負担を原因とする精神症状と身体症状

②
③
④ 
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	抑うつ状態


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	3ヶ月（6回）

	支援開始の時期
	休職後２日目

	支援専門家
	2名（精神科医、臨床心理士）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	[ 4日]

休職期間

　　　　　　[休職2日目から復職後3ヶ月まで合計3ヶ月]

支援期間

支援終了後：　無
支援終了後の特記事項：　有・無


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	入社後はじめて部下を持つ立場となる昇格辞令の内示を受けたことで、食欲低下、不眠、不安・緊張が高まり、出社困難となった。部下を指導するなどの管理業務を遂行できる自信がなく、上司に相談した際に「仕事を助けるからやってみろ」と言われ、かえって「申し訳ない」という気持ちとなり心理負担が増大した。

	復職支援の
具体的な内容
	＜休職中＞

本人との面談前に、メンタルヘルス担当者との面談を行い、休職に至る経過についてヒアリングした。また、本人が復帰可能となった場合の対応、職場の受け入れ態勢などについて、職場の方針を確認した。

本人との面談で、休職に至る経緯や現在の状況を確認した。本人は勤務歴20年以上のベテラン社員で、一貫して製造現場で交替勤務をしており、これまで休職歴はなかった。今回の昇進辞令内示への心理反応が著しく、非常に混乱していた。支援者は本人との面談の結果、本人の希望もあり、昇格辞令の再検討が必要との「意見書」を職場へ提出した。

＜復職前＞

職場が昇格辞令の取り消しを決定したため、本人は元の職場へ復職することとなった。メンタルヘルス担当者と面談し、本人の復職後の受け入れ態勢などについて確認した。

＜復帰後＞

メンタルヘルス担当者と面談し、本人の状況を確認した。



	支援終了時の
状態と見通し
	昇格が取り下げられたことで、本人の心理負担はほぼ無くなっており、元の職場で問題なく業務が遂行できる状態に回復した。

今後も、現状の業務である限りは問題なく勤務できると思われる。




５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	＜本人への支援＞

・本人への外部機関の関わりを極力抑えて通常の対応をすることで、今回の一連の経緯について、本人が自責感を強めないよう配慮した。環境調整のための担当者面談に重点を置いた対応をした結果、スムーズな職場復帰ができたと思われる。

＜職場への支援＞

・本人の不調の訴えに対してどのように対応するかについて、助言を行った。



	今後改善すべき

と考えた点
	


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　　1年9ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 問題なく就労している。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　□人事労務担当者　□上司

☑その他（安全衛生担当者）

	勤怠状況
	問題なし。

	業務遂行能力
	問題なし。

	支援前と比較
しての印象
	心身の健康状態は良好である。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	労働者が不調を訴えて管理職業務から外れることを求める場合、職場としてはどのように対応するべきか苦慮するものであるが、本事例では、専門家が労働者の状態を判断し、職場へ助言を行うことで適切に対応することができた。

管理職へ期待される業務が増加するなかで、管理職業務から外れることを本人が求めるケースは増加しているが、具体的な問題を解決して業務を遂行するよう促した方がよいのか、あるいはメンタルヘルスの観点から業務軽減が必要であるかについての判断は難しいところである。人事上の手続きを適切に踏み、妥当な方針を導き出す仕組みをつくっておくことが必要と感じた。

また、時代や環境の変化に対応して、管理職業務の見直しや管理職教育などの根本的な対策を行う必要性も強く感じた。




８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□「わがまま」と「介入が必要な状態」の鑑別と、職場への説明が難しいことについて。
	両者の鑑別では，自罰（自責），他罰（他責）の程度が鍵になりそうです。自責の程度が強い場合には，介入が必要な状態と判断し，本人のメンタルヘルス（安全）を守るという観点から，職場に積極的に説明を行ってよいのではないかと思います。

	2
	□メンタルヘルスの観点から、人事規定の見直しについて職場に理解を求めること（「降格人事」の扱い等）。
	人事規定の見直し，特に本人の不利益となりうる規定の見直し，関係各所との調整が多く時間を要すると思われます。見直しを求める際には，「社会的には望ましいと思われる変化（たとえば昇進）」であっても，本人にとってはストレスを引き起こす重大な要因となりうることを十分に説明する必要があると思います。

	3
	☑昇進をきっかけとした不調が頻発することを回避するために、職場が行うべき対策について。
	次のような対策が考えられそうです。

・昇進者の選抜基準の見直し（業務能力だけでなくマネジメント能力にも十分に配慮）

・昇格者研修などを通じて業務上必要な知識・技術をきちんと伝達する（職務効力感の向上）。

・昇進前の一定期間，管理職としての見習い期間を設ける（予測可能性，対処可能性の向上）。


☑；　支援者が特に重要と考えた項目
【 事例Ａ１７ 】
	支援目的
	双極性感情障害（急速交代型）事例の職場復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　製造業
	労働者数；300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

☑ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	


	労働者
	男性（30歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　躁うつ病
	休職期間；　9ヶ月
	休職歴；　なし

（数日休暇を繰り返し）

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 入社数年目にして米国でワンマンオフィスを経営することになり、しばらくして発症。
② 帰国後も症状はあったが、周囲は病気として認識が低く、インドやタイなど海外への出張が度重なっていた
③ 躁状態1週間、うつ状態2－3週間のサイクルを繰り返すラピッドサイクラー
④ 躁状態時の本人の奇異な行動が目立つようになり、営業職を続けさせられない状態となり、転勤を余儀なくされた
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明
有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	双極性感情障害（急速交代型）


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	7ヶ月（11回）

	支援開始の時期
	休職中（①＋②の復帰1ヶ月前の段階）

	支援専門家
	精神科医、臨床心理士（各1名）　

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	①[3ヶ月]　 　　　　②[6ヶ月]      ③[2週間]

休職期間

　　　　　　　　　　　　　　　　[復職前１ヶ月から復職後6ヶ月まで合計7ヶ月]

支援期間

[15ヶ月]　　　　　　　　　

支援終了後：

支援終了後の特記事項：　無


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	・約8年前に転勤先の米国で発症していたと思われるが、約3年で帰国。帰国後は営業職として海外出張を頻回にこなす生活をしていたが、周囲が本人の異変に気付き、上司の促しで治療開始に至ったのが発症から7年後のことであった。

・海外と日本を行き来する不規則で不安定な生活が、気分変動に影響していたものと思われる。

・休業直前、本人の奇異な行動（深夜に上司に電話を掛ける、同僚に意味不明のメールを送る、客に妙なクレームをつける等）が目立つようになり、「このまま営業職を続けさせて大丈夫か」という周囲の不安が高まった。

・自宅で錯乱状態となり救急搬送され、入院となった。それをきっかけに初めての長期休業①（3ヶ月）となった。

・本人の状態から判断すると、営業職としての復帰が難しく、それ以外へ配置転換する場合には、引越しを伴うＯ県への転勤（本人の実家近くの工場へ）しか選択肢がなかった。復帰前に本人にそのことを伝えたところ、うつ状態が再燃。予定通りいったんは復帰したが、2週間足らずで再休業②（6ヶ月）となった。



	復職支援の
具体的な内容
	・復帰1ヶ月前から支援専門家（精神科医、以下Dr.）が面談を開始。その際には、すでにＯ県に転居していたが転院先が見つかっておらず、支援専門家と連携をとりやすい精神科クリニックを紹介した。

・本人が自己判断で勤務時間を延ばしたり、業務負荷を増やしたりしないよう支援専門Dr.が面談ごとに次の面談までの就業上の配慮についての意見書を作成した。意見書には、「短期間に病状が変化する場合があり、病状悪化時には休息日を入れる必要があること」「休みが連続3日以上になる場合は、支援専門家に連絡を入れること」と記述し、本人はもちろんのこと、人事担当者や上司への理解を促した。

・経済的な理由より、短縮勤務ではなくフル出勤での復帰が本人の意向であったが、「1ヶ月をかけて半日出勤から段階的にフル出勤に戻す」ことを目標とし、段階的な復帰の必要性について重ねて説明を行った。

・支援専門Dr.との面談に妻も同席。躁転時に拒薬や服薬を忘れることがあるので、心理士（以下、Co.）が定期的に妻に電話で確認を行った。

・復帰3ヵ月後、組織改変により所属先の部署がなくなって別の部署になることがわかり、神経過敏、不安・焦燥感が高まり状態が悪化。支援専門Dr.より2週間の休業を勧め、早期に再燃防止のための対応を行った。復帰後は3週間、半日勤務から開始し、状態が安定したことを確認してからフル出勤へと戻した。本人が不安に思っていた組織改変によって、自分の所属がどうなるのか、仕事がどうなるのか、ということについては、上司から心配がないよう説明をしてもらうようお願いした。



	支援終了時の
状態と見通し
	・支援開始時には、躁状態とうつ状態の波が大きい急速交代型の状態であったが、支援終了時には躁状態がほとんどみられなくなっていた。仕事に対してやりがいや張り合いを感じられないところは懸念されるものの、勤怠が安定してきたことはポジティブな評価に値する。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	・今回、主治医と支援専門Dr.が積極的な連携をはかって対応にあたれたことは、本人の治療においても、また復職支援においても効果的であったと思われる。

・本人と支援専門Dr.との面談に、妻が同席したり、支援専門Co.が電話で妻と連絡をとったことによって、妻の不安が軽減できたことや、家庭での客観的な情報を得られたことは、本人の支援にとっても効果的であったと思われる。

・従来、主治医の復職可能の診断書のみで職場復帰と判断していた当該事業場にとって、支援専門Dr.との面談結果より、意見書を通して必要な配慮と今度の見通しを本人、上司、人事が共有できた点が効果的であったと思われる。

	今後改善すべき

と考えた点
	・支援終了時には上司から与えられた仕事をこなすことはできていたが、病状が安定するに従い、職場からパフォーマンスの向上を期待されることが予測される。長期的な見通しをもって職場を支援していくことが、今後必要と思われる。


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　１年３ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑支援終了後再休職なし

	
	状況：　支援終了後から現在まで、休業なく勤務が続けられている。現在、受診は継続中であるが、主治医からの提案で服薬も終了しており、気分変動ない状態が維持できているということであった。

業務においては、通常の期待値よりは低い状態のままである（上司が仕事を与えていない）。本人の申告では、再燃のリスクを下げるためにも、今の仕事量、仕事内容が維持されることがベストとのことであった。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	勤怠は問題なし。

	業務遂行能力
	業務遂行能力としては、年齢・経験相応のレベルが望めない状態。

	支援前と比較
しての印象
	精神状態は安定している印象。周囲が本人の対応に不安を感じることはなくなった。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	発症から治療開始までに時間がかかり、急性期には精神病症状が出現するなど、対応の難しさが予測されたが、連携の取りやすい医師に紹介できたことで疾患の治療経過に職場対応の足並みをそろえ、双方向的な連絡が上手く取れたことが良い結果につながったと思われる。復職3ヶ月後に組織改変に伴う不安から動揺がみられたが、短期間の休養をとることで安定し、改変後の職場の落ち着きを待って再出勤させることができたことは、長期の再休職を防ぐことに効果的であった。

長期経過をもった難しい事例ほど、主治医との連携やタイミングを逃さない判断が重要であり、支援員が本人、主治医、職場をつなぐ形で関わることによって良い結果につながった好事例であると思われる。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	☑長い経過の中で病状は安定し、勤怠の問題はなくなったが、職場が望むパフォーマンスレベルを回復させようとすると、それ自体がストレスになり、病気を再燃させることが懸念される。
	本人が認識しているパフォーマンスレベルと職場が望むパフォーマンスレベルとの間のズレの大きさが背景にあると思われます。長期的な視点で考えると，現在の状態が今後も続く場合には，逆に周囲からのプレッシャーが大きくなり，本人の病状を悪化させることになりかねません。本人と話し合いながら，少しずつ負荷をかけていく「スモールステップ」方式で本人の自信の回復・向上を図るのが望ましいと思われます。


☑；　支援者が特に重要と考えた項目
【 事例Ａ１８ 】
	支援目的
	アスペルガー障害をもつ「うつ病」長期休業者の復帰後の職場適応支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　製造業（建築資材）
	労働者数；　100名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	なし


	労働者
	男性（40歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　うつ病
	休職期間；通算約２年
	休職歴；　あり

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① ネガティブ思考がエスカレートする認知傾向によるストレス耐性の低さ
② 休職当時の上司との人間関係ストレス
③ 持病の腰痛
④ 父の交通事故・入院への対応、付き合いの長かった人の死別
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明
有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	アスペルガー障害、抑うつ状態、睡眠障害


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	６ヶ月（１２回）

	支援開始の時期
	正式復帰後７ヶ月経過段階

	支援専門家
	健診機関メンタルヘルスサービス部門の精神科医および臨床心理士（２名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	[通算約2年]　　［時短勤務約7ヶ月］

休職期間

　　　　　　　　　　　　　　　　[復帰後7ヶ月から復帰後12月まで合計5ヶ月]

支援期間

支援終了後：　フォローなし

支援終了後の特記事項：　有


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	本人の持つ問題点：支援途中でアスペルガー障害と診断されていると判明したが、主治医は本人の利益のため、その情報を会社側には出しておらず、会社側は本当に「うつ病」なのか疑いながら対応していたこと。休業期間が長かったため、通常勤務に耐えうる体力や生活リズムが十分には回復しておらず、復帰後の短時間勤務でも出たり休んだりを繰り返していたこと。再休業すると再復帰がさらに困難になると本人・妻が心配し、不調感があっても就業継続を希望していたこと。疲労度合を感じにくく気づかず無理をしてしまう傾向。人の言動をネガティブに受け止め、頭の中でエスカレートさせてストレスを高めてしまう認知傾向。

就業困難の要因：休職前の職場が休業中に組織改変でなくなり、リハビリ的業務として施設の修繕など慣れない作業が与えられていたこと。

	復職支援の
具体的な内容
	精神科医、臨床心理士が本人・妻と定期的に面談し、前回以降の気分・体調、勤怠、仕事内容・負担度、疲労度を確認した。また、生活記録表で生活リズムを把握した。

支援開始当初は寒い時期で、屋外作業の負担で欠勤が多かったため、小休憩を入れること、毎日の出勤を第一目標として出勤継続するよう伝えた。会社に対しても上記の配慮が必要との意見書を送付した。主治医と連絡をとり、見立てや服薬内容等の情報提供を受けた。

それでも身体面の不調感が高じ休みがちとなり、勤務はおろか日常生活の機能水準もかなり低下したため、治療を優先するよう伝え、また主治医に対しても勤務状況を伝え役割分担を協議した。寒さが和らぐにつれ徐々に欠勤頻度が減っていったものの、依然フルタイムで現場勤務に戻すのは難しいと思われた。会社からは、支援期間終了時までにフルタイム、フル出勤できなければ、現状では再休職または雇用変更を検討せざるを得ないとの見解であったが、再休職をさせることがさらに復帰困難になる可能性が考えられ、また雇用変更の話が本人に与える影響の大きさを考慮し、担当者にはそれらの話をするのは回復するまで待ってもらうよう伝えた。支援チーム内では、支援期間終了までになるべくフルタイムに近づけるようサポートするという方針とし、産業医にもその旨報告した。

その後も勤怠や体調を確認しつつフォローした。やがて、遅刻早退があるものの継続出勤できるようになったため、勤務時間を徐々に延長するスケジュールや、本人特性を考慮した職務内容等について担当者にコンサルテーションを行った。

	支援終了時の
状態と見通し
	勤務時間制限下ではあったが体調不良で休むこともあり、通常勤務可能な状態まで戻すことはできなかった。

会社としては再休職か雇用変更を提案する方向で動いていたが、本人に与える影響も心配されたため、どのタイミングで伝えるのが良いかをうかがっていた。

支援終了後の会社へのコンサルテーションは産業医が行えるよう引き継いだ。




５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	会社側はどう対応したものか困っていたが、こちらから就業上必要な配慮について会社側に随時報告したことで、会社側も対応の参考とすることができたようである。

	今後改善すべき

と考えた点
	疲労度合の感じにくさや、人の言動をネガティブに受け止めるなどの認知傾向を課題として扱う時間が十分でなかったこと。こちらで扱わない場合は主治医側で扱ってもらうよう働きかけるべきだったかもしれない。


６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　　１年４ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況：

支援が終了し、話を聞いてくれる機会が減ったことにより不安定な状態がさらに悪化。正式な再休業とはならないまでも、休んだり出たりという状況が続いている。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　☑人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	現在は安定しフルタイムしているが、過去は休みがちでフルタイムになるのに２年近くかかった。

安定はしているが管理された状態で勤務をすると体調を崩しそうなのでマイペースな状態にしている。



	業務遂行能力
	在籍職級と比べると低く仕事の幅を広げようとすることができない。

	支援前と比較
しての印象
	あまり変わった気はしなかった。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	自分のペースででき、納期のない仕事を主に与え、休憩も規則にとらわれず自分のペースでさせた。また休憩場所も１人になれる場所を提供した。

労働時間については、半日勤務で午前中の勤務がきつかった時は午後からに変更したりして配慮した。

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	本人の上司、同僚とは既に離れており、人事労務担当者がその役をしていた。


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	本事例に関わった職場担当者、産業医、精神科医、臨床心理士間の情報連絡、連携は十分であったが、アスペルガー障害については本人・主治医側の意向もあり、職場担当者側に伝えず対応していた。会社側は通常のうつ病とは違うのではないかとの懸念を抱いており、その疑問をこちら側に投げかけることもあり、アスペルガー障害という社会的に十分に認知されていないケースにおいて、本人と会社の間に立つ難しさを感じた。

支援後半でも不調で休むことがあったため、職場担当者・産業医との間では再休業か雇用変更という選択をいつどのように行うかという人事労務上の課題が中心となり、一方、本人面談ではなかなか思うようには回復しないもどかしさが話題の中心となり、立場を使い分ける難しさを感じた。

疲労が蓄積しないようなセルフコントロールの獲得や認知傾向の改善に向けてのアプローチが不十分で、本来は主治医の役割かもしれないが、診察時間の関係で十分には行われてないようであった。そもそもアスペルガー障害の方にそうしたアプローチが有効かどうかという問題はあるが、現在も休んだり出たりという状況が続き、支援前後でもあまり変わったようでない様子から、本人への支援という点では不全感の残るケースであった。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	□アスペルガー障害が疑われた場合、経過は長いと思われ、通常よりフォローに要する期間が長くなる可能性に留意すべきと、手引きに付記しては。
	手引きの中で対応させていただきます。（手引き編７６ページをご参照ください。）


☑；　支援者が特に重要と考えた項目
【 事例Ａ１９ 】

	支援目的
	配置転換が必要と考えられたが適当な異動先がなく復職に苦慮した労働者の

職場復帰支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　電気機器製造業
	労働者数；　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	☑ 専属

□ 嘱託

□ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	


	労働者
	女性（30歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　うつ病、不眠症
	休職期間；　8ヶ月
	休職歴；　なし

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 長期間にわたり直属の上司から仕事を多くまかされたこと
② 本人の責任感の強さ、頼まれると断れない性格
③ 
④ 
	有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	大うつ病性障害


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	3ヶ月（　5回）

	支援開始の時期
	休職中（休職後　4ヶ月経過段階）

	支援専門家
	心療内科医、保健師（2名）

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	[ 8ヶ月]

休職期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[休職後 4ヶ月目から3ヶ月間]

支援期間

[12ヶ月]　　　　　　　

支援終了後： 健診機関より派遣の産業医より報告受ける

支援終了後の特記事項：　有・無


４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	・上司との人間関係が発症および症状増悪につながったと考えられ、本人・主治医とも職場復帰の際には配置転換が望ましいと考えていたにもかかわらず、職場内に適当な異動先がなかった。

・配置転換先が決まらず休職期間が延びるうちに、本人の希望が「現職への復帰」に一転、本人と主治医の意見が異なり人事担当者が困惑し調整がさらに困難になった。

・原因となった直属の上司はメンタルヘルスについての知識が乏しく、復職直後より以前と同じ業務ができると考えていた。

	復職支援の
具体的な内容
	・本人の病状の回復状況の評価を行った。

・産業医と連携し、人事担当者には、職場の受け入れ態勢を整えることで元の職場への復帰も可能であることを説明した。また、直属の上司に対しては、復職後予測される経過や就業制限について理解を得た。

・産業医に就業制限についての助言を行った。

	支援終了時の
状態と見通し
	本人は身体・精神症状とも安定しており、復職は可能な状態であると考えられた。ただ適当な異動先がなく現職への復帰についても再発の可能性もあると人事担当者が難色を示していた。また元の職場自体も新年度に向けて業務繁忙であり、復帰者を支援する体制ができていなかった。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	・一般的に配置転換が望ましいとされる症例であったが、支援専門家が産業医と協力して職場の受け入れ態勢を整備し、現職への復帰を可能とした。

・主治医の診断や治療内容をもとに、支援専門家の知識を生かして、事業場に適合したより細かな助言を産業医に行うことができた。

	今後改善すべき

と考えた点
	・「事務部門が本社に集約されており地方の支社では同業種への配置転換が難しい」という会社の状況を早いうちに主治医へ情報提供し、それを踏まえた上で復職についての意見をいただくようにしておけばよかった。

・主治医だけでなく支援専門家も症状経過から当初は配置転換が望ましいと考えていた。当初から労働者をとりまく環境についても理解をしておけば、早期に支援専門家から本人および人事担当者に現職復帰への目標変更を提案でき、結果として休職期間の短縮につながったのではないかと考える。




６．現状の確認結果
	１．実施の時期
	支援終了から；　1年6ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	☑就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（　ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

☑ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 産業医より直属の上司にメンタルヘルス不調者の対応について指導を重ねたうえ、支援終了2ヶ月後より現職へ職場復帰した。復帰当初は就業制限として時間外労働や休日出勤は禁止とした。2週間毎に産業医との面談を実施し症状の再燃がないことを確認し段階的に制限は解除した。支援終了5ヶ月後に就業制限を全て解除したが、その後現在まで経過良好で再発・再燃はない。

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	☑産業医　□その他の産業保健スタッフ　□人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	遅刻・欠勤はなく、全く問題ない。

	業務遂行能力
	もともと能力の高い方であったが、現在も的確に仕事をこなしている。

	支援前と比較
しての印象
	発症以前は男性と同等に仕事をしようと頑張る気持ちが強かったが、復職後は本人もあまり無理をしないようにと、仕事の取り組み方や考え方を変えていっているようである。

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	復職当初は就業制限を設け、平日の時間外労働および休日出勤を禁止とした。

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	本事例で発症・増悪の原因となった直属の上司は、本当に悪気なく、「たくさん仕事を経験させることで早く成長させたい」との思いで、仕事を多くまかせていた。また、20年程前現在の支店ができてからずっと一緒にやってきた“同志“であり、何でも分かりあっていると思っていた部下が、メンタルヘルス不調になったことが信じられなかったようで、受け入れに時間がかかった。

メンタルヘルス不調について理解するにしたがって、上司が以前の行動を改め、対象者に気を遣うことができるようになったことが、本事例で職場復帰が成功した最大の要因だと思う。

以前より産業医活動を行っている企業でさらに支援を行うのであれば、会社の体制や人事の仕組みについての知識もあり、実現可能なアドバイスが可能だと思うが、会社とは全く関係のない人間がピンポイントで支援に行く場合限られた時間で信頼を得て様々な情報を入手し的確なアドバイスをすることは非常に難しいと感じた。


８．事例からの課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	☑ 配置転換が必要と考えられるが適当な異動先がない場合の復職について
	職場復帰に関しては元の職場への復帰が原則とされるが、上司・同僚等との関係を含め発症時の職場にうまく適応できなかったり、治療状況によっては運転業務や高所作業等危険を有する作業等において配置転換や異動の必要性が検討される。
適当な異動先がない場合、事例において試みられたように、１）管理監督者・同僚などへ配慮と協力依頼、個別の教育、２）職場環境等の改善、上司と本人との間に緩衝役となるような人を入れる、３）細やかな就業上の配慮等、職場復帰にかかる基本的な準備及び配慮が求められるものと思われる。

	2
	□ 管理監督者研修の効果的な実施の仕方


	以下のような項目の追加を行う：
１）研修内容はその必要性によって階層分けを行う
２）全ての管理職にメンタルヘルス教育を実施することが推奨される
したがって、教育への参加率の向上への工夫が求められる。

３）管理職教育は一度だけでなく、複数回繰り返して実施されることが望ましい。

４）教育内容を数回にステップアップしていく計画を立てることもよい。

５）教育の優先度の高い集団を同定し、研修を行う。

６）対象事業場のニーズや状況に焦点を合わせた教育・研修を企画する。

出典：厚生労働科学研究費労働安全総合研究事業「労働者のメンタルヘルス不調の第一次予防の浸透手法に関する調査研究」（H21-労働-一般-001）主任：川上憲人）
平成21年度分担研究報告書より「科学的根拠によるEBMガイドライン開発：管理監督者教育の普及・浸透」　　など


☑；　支援者が特に重要と考えた項目
【 事例Ａ２０ 】
	支援目的
	休職中のメンタルヘルス不調者への支援


１．対象事業場及び対象者の概要
	事業場
及び体制
	業種；　建材製造業
	労働者数；　300名以下

	
	健診機関との契約
	産業医
	産業保健スタッフ
	窓口担当者

	
	☑ 健康診断

☑ 産業医派遣

□ 保健指導

□ その他／EAP等
	□ 専属

☑ 嘱託

□ 選任なし


	□ 専属

□ 嘱託

☑ 不在


	□ 産業保健ＳＴ

☑ 人事労務担当者

□ 上司

□ その他

	復職支援プログラム
	


	労働者
	男性（50歳代）
	部 門
	研究開発・事務・営業・製造・

その他（　　　　　　　　）
	役 職
	管理職・一般


２．休業に至った疾病とその要因
	診断書病名；　パニック障害
	休職期間；　（不明）
	休職歴；　なし

	休職に至った疾病の要因や背景等
	業務との関連性

(該当を□で囲む)

	① 単身赴任での業務
② 
③ 
④ 
	有・無・不明
有・無・不明

有・無・不明

有・無・不明

	支援専門家による見立て、診断名など
	大うつ病性障害


３．今回の支援経過の要約
	支援期間(回数)
	2ヶ月（2回）

	支援開始の時期
	休職中（休職後6ヶ月経過段階）

	支援専門家
	健診機関から派遣された産業医（心療内科医）、保健師

	経過
[休職期間と支援期間の関係、及び終了後のフォロー状況等]
	
休職期間

　　　　　　　     　　　　 [休職6ヶ月目から7ヶ月目まで合計2ヶ月]

支援期間

支援終了後：　産業医・健康診断契約とも打ち切りとなりフォロー不可

支援終了後の特記事項：　有・無



４．支援の内容
	本人の持つ問題
点、復職や就業
を困難にさせて
いた要因等
	休職開始時、定年まで2年であったが、勤続年数より2年間休職期間があったことから、休職満了を待たずに退職を迎えることが可能だった。そのためか、本人・会社とも復職に対して積極的ではなかった。

	復職支援の
具体的な内容
	休職者およびその上司に面談を行った。

	支援終了時の
状態と見通し
	治療および自宅療養を開始して6ヶ月経過しているにもかかわらず、本人は易疲労性および不安感が強く、ほとんど外出ができない状態であるなど、症状の回復がみられていないこと、事業場側も積極的に復職支援を行う姿勢はないことから、今後も休職が長期にわたる可能性が考えられた。


５．支援終了時点において、効果的であったと思われる点および今後改善すべき点
	効果的であったと思われる点
	特になし

	今後改善すべき

と考えた点
	・疲労感が強く、1時間の面談終了後はしばらく椅子から立ち上がれないほどであった。面談はある程度症状が安定してから実施するとともに、1回の面談時間を短くしたり、場合によっては電話やメールなど別の方法を用いたりする方がよいと考えられた。

・メンタルヘルス不調者自身、あるいは事業場側に職場復帰への意欲がないと、支援事業自体が成り立たないことから、どの事例にどの時点から介入するのか慎重に検討する必要があると考えられた。




６．現状の確認結果　；　　契約打ち切りのため確認できず
	１．実施の時期
	支援終了から；　　　年　ヶ月後

	２．労働者の状況

	就業の状況
	□就労中　□休職中　□退職　□死亡　□その他（　　　　　　　　　　）

	経過
[支援終了後再休職があったかどうか、また本人の調子や本人にとって環境変化となりうる転機の有無について]
	□ 支援終了後再休職あり（６ヶ月間、　時期：前回の休職から　ヶ月後）

□ 支援終了後再休職なし

	
	状況： 

	３．情報提供者（聞き取りの対象者）からみた労働者の印象

	情報提供者
	□産業医　□その他の産業保健スタッフ　□人事労務担当者　□上司

□その他（　　　　　　　　　　）

	勤怠状況
	

	業務遂行能力
	

	支援前と比較
しての印象
	

	４．職場環境等の改善

	作業環境や方法等、労働時間や適正配置等の労務管理等
	

	５．管理監督者、同僚等への配慮

	ラインケア・セルフケアのための研修や情報提供等
	


７．本事例の振り返り

	支援実施からフォローアップまでの情報を総括して、支援員として感じたこと
	診断名や現在通院している主治医の先生、治療内容について意見を求められることが多く、産業医としての面談との違いを感じ、また主治医の先生との信頼関係を大事にしながら、支援員としての意見を言うことの大変さを痛感した。

なお、本事例は抑うつ気分、興味の喪失、不眠、精神運動性の制止、易疲労性、思考力の減退など抑うつ症状がメインであり、支援員としては抗うつ薬の投与が必要との印象を受けたが、実際は抗不安薬、睡眠薬の投与のみで、治療方針について若干主治医と考え方が異なる点があったことから、さらに何と言ってよいか迷ってしまった。

半年間ほとんど症状の回復がないこともあり、本人はきつくて復職なんて考えられない、という様子だったが、今後治療がすすんで症状が改善し、職場復帰に対する意欲もわいてくれば、再度支援も可能なのではないかと思っていただけに、中途半端な形で終了してしまい大変残念である。


８．事例からの課題　；この事例からＭＨ復帰支援検討委員会へ投げかけたい課題
	課　　題
	委員会での検討結果

	1
	☑ 事業場側がメンタルヘルス不調者の職場復帰に積極的ではない場合どのように支援していくか
	休職は、従業員について労務に従事させることが不能または不適当な事由が生じた場合に、使用者がその従業員に対し、労働契約関係そのものは維持させながら労務への従事を免除（禁止）すること（菅野和夫著「労働法（第八版）」弘文堂刊p.422）とされ、労働契約上認められている範囲で、事業者が休業を容認していると思われる本事例については、積極的に支援を行っていくべきものかどうかは、考えるところがある。
事情によるが、事業者の理解と協力を得るために、以下のような資料を用いた説明を行うことは勧められるかもしれない。

１）判例等により企業の責任を示す。

従業員の就労に関する権利（利益）を制限しないよう配慮すること等：
復職に当たっては従業員の健康に関する配慮を十分に行うことが求められるが、「自然退職扱いの合理性の範囲を逸脱し、使用者の有する解雇権の行使を実質的に容易にする結果を招来することのないように配慮することが必要（東洋シート事件・広島地裁1990年2月19日判決）」
２）復職のコスト・ベネフィットに関連するエビデンスの紹介：

例）メンタルヘルス不調者は治療することにより不調歴のない従業員同等のパフォーマンスが見込まれる、等。
Hilton MF, Scuffham PA, Sheridan J, Cleary CM, Vecchio N, Whiteford HA. The association between mental disorders and productivity in treated and untreated employees. J Occup Environ Med. 2009
Sep;51(9):996-1003.
参考：厚生労働科学研究費労働安全総合研究事業「職場環境等の改善等によるメンタルヘルス対策に関する研究」（主任：下光輝一）平成14年度～16年度総括研究報告書より「職場環境等の改善対策の導入・展開のためのマニュアル」　　など



☑；　支援者が特に重要と考えた項目



3ヶ月








2週間





契約解除で確認できず








契約打ち切り
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